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【研究背景】 

近年、在宅生活の継続が困難となり、重症心身障害児（者）施設（以下、「重症児者施

設」）への入所希望またはやむを得ず入所となるケースが増加している。その背景には、

例えば、医療の進歩による人工呼吸器や胃ろう等の使用による医療的ケアが必要な障害

児等の増加、それに伴う介護負担の増大、介護者の高齢化、養育能力などの環境的な要因、

さらに、NICU や小児科病棟の長期入院児の在宅移行の困難、児童虐待などがある。 

重症児者施設に入所する重症心身障害児者（以下、「入所児者」）の特徴は、呼吸器障害

や消化管障害などの障害を抱えており、合併症や常時医療的ケアを要するなどのハイリ

スクも伴い、医療に依存をせざるを得ない状況にある。また、言葉による意思疎通が難し

く、表情やしぐさなど細かな変化や反応をよみとることが必要となる。そして、乳幼児か

ら高齢者まで幅広い年齢層が入所している。 

その重症児者施設には、医師や看護師、リハビリ職などの医療職をはじめ、保育士や介

護福祉士、社会福祉士、公認心理師などの福祉職などの国家資格を有する多くの専門職が

配置されている。入所児者の特徴から、専門職らは高度な専門性と多岐にわたった支援が

必要となるため、入所児者一人一人の詳細な情報を捉え、理解を深めることが重要となる。 

そこで、重要な鍵となるのが、入所児者の「アセスメント」である。 

 

【研究目的】 

本研究では、済生会の重症児者施設全 6 施設（以下、「6 施設」）を対象に、入所児者の

実態およびアセスメントの現状を明らかにすることを目的とする。調査の結果を踏まえ

て、入所児者の望む生活の実現を目指した支援について検討する。 

 

【研究方法】 

済生会の重症児者施設全 6 施設を対象に、質問紙を用いた郵送調査を実施した。調査期

間は、2019 年 10 月 23 日から 11 月 14 日とした。全 6 施設から回答を得ることができ，

回収率は 100％となった。調査内容は、重症児者施設の実態（46 項目）とアセスメントの

実態（28 項目）の 2 つで構成した。分析方法は、基本集計とクロス集計を実施し、統計解

析には、Windows 版 SPSS Statistics 25.0 を用いた。 

 



【研究結果】 

1．重症児者施設の実態 

重症児者施設の実態では、（1）サービス種別、（2）入退所の実態の 2 点を示す。 

（1）サービス種別 

「措置」に着目をすると、6 施設全体では 12.6％（53 人）となった。各施設をみてみる

と B 施設が 32.4％（11 人）と最も多く、次いで、C 施設が 26.5％（9 人）、D 施設が 16.5％

（21 人）の順となった。 

（2）入退所の実態（平成 28 年度から平成 30 年度） 

「新規入所児者」は 6 施設全体で 116 人となった。E 施設は新設による入所でのカウン

トのため、E 施設の実数を除くと、6 施設全体の新規入所児者数は 40 人となる。その内

訳は「0～3 歳未満」が 14 人と最も多く、次いで「18～65 歳以上」が 12 人、「6～12 歳

未満」が 8 人、「3 歳以上 6 歳未満」が 5 人となった。入所理由は、「在宅移行困難」が 12

人と最も多く、次いで「介護者の高齢化」が 8 人、「虐待」が 7 人となった。 

「退所児者」は 6 施設全体で 40 人となった。「21～30 歳未満」と「51～60 歳未満」が

それぞれ 10 人（25.0％）と最も多く、18 歳未満の入所児者よりも、18 歳以上の入所者

の退所が多いことが明らかとなった。退所理由の大半が「死亡退所」であった。 

2．アセスメントの実態 

 アセスメント様式では、施設独自で作成した様式を使用している施設が 3 施設、施設独

自で作成した様式と電子カルテ内の様式の両方を使用している施設が 2 施設、電子カルテ

内の様式を使用している施設が 1 施設となった。 

施設で最も重視しているアセスメント項目は 6 施設中 4 施設が「医療的情報」となった。

6 施設全体として、医療に関する項目ばかりを重視しているのではなく、「日中活動」や「身

体機能」、「日常生活動作」といった項目も重視していることが明らかとなった。1 施設のみ

は、本人の願いや好きなことなどを重視しており、他の 5 施設との違いが明らかであった。

本人の「プロフィール」、「成育歴」、「本人及び家族の要望や希望」といった項目を重視して

いるあげている施設もあった。 

 
【考察】 

1．入所児者の実態との関連 

施設で重視しているアセスメント項目では、医療や身体機能、健康状態などの項目が多く

あった結果から、入所児者の実態との関連性があるのではないかと考える。本調査の結果と

して、入所児者の状態が多様かつ重度であること、乳幼児の新規入所が多いこと、措置によ

る入所が多いこと、専門職の半数以上が医療職であること、などが挙げられる。 

こうしたことから、医療ベースにある重症児者施設では、生命を守る、維持するために、

医療や身体機能、健康状態などの項目が優先される傾向にあるのではないかと考える。 
 

 



2．個別性の重視 

先述したように、「医療」や「身体機能」に関する項目を重視している傾向にあった。入

所児者の多くは、言葉による意思疎通が困難であり、自らの訴えを相手に伝えづらい状況に

ある。こうした状況だからこそ、例えば、本人の思いや強み、本人の感じる快、不快、これ

までに育ってきた環境や生活などの背景や周辺環境など、個々の特性とされる個別性も重

視していくことが重要だと考える。そのことが、入所児者の望む支援やケア、療育を行って

いくことがより可能になるのではないかと考える。 
3．情報共有の重要性 

 重症児者施設では、医療や福祉、教育など、入所児（者）に関わる分野が多岐にわたるた

め、あらゆる専門職間での情報共有は不可欠である。会議等による形式的な場での情報共有

のみではなく、普段の生活場面、例えば、ケアや療育場面、記録時における職員同士の何気

ない会話や家族との立ち話しなど、といったような場面での情報共有も重要と考える。そし

て、そこで、いかに重要な情報を見出していくことができるかが、鍵になると考える。 
 

【まとめ】 

 本研究は済生会の重症児者施設全 6 施設を対象とした調査であり、すべての重症児者施

設に反映するものではない。 

6 施設におけるアセスメントの現状は、「医療」や「身体機能」、「健康」に関する項目を

重視する傾向にあった。また、入所児者の実態との関連性、個別性の重視、職員間の情報共

有、の 3 つの課題が明らかとなった。 

以上のことから、本研究を通して、今後の研究課題について提示をする。 

（1）重症児者施設における入退所の現状と課題 

（2）入所児者本人の特性を軸にしたアセスメントシートの作成 

（3）情報共有におけるプロセスの検討 
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第１章 はじめに 

全国の重症心身障害児（者）（以下、「重症児者」）は、およそ 47,030 人と推計され、そ

のうち、在宅が 32,421 人、施設入所が 14,609 人となっている 1)。国は入院や施設での生

活から地域や在宅での生活を推進している 2)。そのため、在宅サービス等の充実が図られ

ている。 

しかしながら、近年、在宅生活の継続が困難となり、重症心身障害児（者）施設（以下、

「重症児者施設」）への入所希望またはやむを得ず入所となるケースが増加している 3)。

その背景には、例えば、医療の進歩による人工呼吸器や胃ろう等の使用により、たん吸引

や経管栄養などの医療的ケアが必要な障害児等の増加 4,5)、また、それに伴う介護負担の

増大 6-8)、介護者の高齢化、養育能力などの環境的な要因等が考えられる。さらに、NICU

や小児科病棟の長期入院児の在宅移行の困難さ 9,10)、児童虐待の増加による措置入所 11)な

どもある。 

その重症児者施設に入所する重症児者（以下、本研究では「入所児者」と記載する）の

特徴は、呼吸器障害や消化管障害などの障害を抱えており、生命予後は短く、合併症や常

時医療的ケアを要するなどのハイリスクも伴い、医療に依存をせざるを得ない状況にあ

る 12,13)。また、言葉による意思疎通が難しく、表情やしぐさなどによって意思表示し、コ

ミュニケーションを図っている 14-16)。さらに、乳幼児から高齢者まで幅広い年齢の方が

入所している。 

その重症児者施設には、医師や看護師、リハビリ職などの医療職をはじめ、保育士や介

護福祉士、社会福祉士、公認心理師などの福祉職などの国家資格を有する多くの専門職が

配置されている。入所児者の特徴から、専門職らは高度な専門性と多岐にわたった支援が

求められるため、入所児者一人一人の詳細な情報を捉え、理解を深めることが重要となる。 

そこで、重要な鍵となるのが、入所児者の「アセスメント」であると考える。 

本研究では、済生会の重症児者施設全 6 施設（以下、「6 施設」）を対象に、入所児者の

実態およびアセスメントの現状を明らかにすることを目的とする。調査の結果を踏まえ

て、入所児者の望む生活の実現を目指した支援について検討する。 
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第２章 研究概要 

１．研究方法 

（1）調査対象 

  済生会の重症児者施設全 6 施設を対象 

（2）調査方法 

  質問紙を用いた郵送調査を実施した。記入者は、個別支援計画書の作成等の業務を主

に担うサービス管理責任者または児童発達支援管理責任者とした。 

（3）調査期間 

2019 年 10 月 23 日から 11 月 14 日 

（4）回収状況 

全 6 施設から回答を得ることができ，回収率は 100％となった。 

（5）分析方法 

基本集計とクロス集計を実施し、統計解析には、Windows 版 SPSS Statistics 25.0 

を用いた。 

２．調査内容 

 主に、重症児者施設の実態とアセスメントの実態の 2 つを大項目として構成した。 

（1）重症児者施設の実態（37項目） 

 重症児者施設の実態では「専門職の構成」、「施設の事業実態」、「入所児者の実態」の 3

つを柱に構成をし、全部で 37 項目となった。 

①「専門職の構成」（4 項目） 

専門職の内訳（職種，勤務形態）、性別、勤続年数、サービス責任者配置（サービス

管理責任者および児童発達支援管理責任者と児童指導員） 

②「施設の事業実態」（7 項目） 

入所定員と実人数や在宅サービス事業など 

③「入所児者の実態」（26 項目） 

サービス種別、障害支援区分、大島分類、横地分類、医療的ケア、超重症児者および

準超重症児者、主要病因分類、在所期間、重症児者の平均年齢、入退所の実態、看取

りの実態、成年後見制度の利用状況など 

（2）アセスメントの実態（28項目） 

 アセスメントの実態では、施設で重視しているアセスメント項目を軸に、全部で 28 項

目となった。 
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  アセスメント様式、施設で重視しているアセスメント項目、アセスメントを十分に行

う必要性のある項目、日々の情報およびアセスメントの情報における情報共有の方法

（開催頻度、参加職種、開催時間など）、記録、新規入所児者のアセスメント、アセ

スメントに関する勉強会や研修会など 

 

３．倫理的配慮 

公益社団法人日本社会福祉士会研究倫理規程に則り、研究をすすめた。回答は統計的に処

理をし、個人や事業所を特定しないこと、個人や施設の評価に利用されたりしないことを文

章にて明記した。本研究は済生会保健・医療・福祉総合研究所倫理委員会の承認を得て実施

した。 
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第３章 質問紙調査の結果 

Ⅰ．専門職の構成 

（1）6施設全体の割合 

 6 施設の専門職の割合を示したのが図Ⅰ-1、表Ⅰ-1 の通りである。 
A 施設では「看護職」が 41.5％（66 人）と割合が最も多く、次いで「介護福祉士」が 20.8％

（33 人）、「リハビリ職」が 8.8％（14 人）の順となっている。 
 B 施設では「看護職」が 45.1％（32 人）と割合が最も多く、次いで「介護福祉士」が 16.9％
（12 人）、「保育士」が 9.9％（7 人）の順となっている。 
 C 施設では「看護職」が 27.3％（21 人）と割合が最も多く、次いで「リハビリ職」が 20.0％
（26 人）、「介護福祉士」が 14.3％（11 人）の順となっている。 
 D 施設では「看護職」が 53.8％（126 人）と割合が最も多く、次いで「医師」が 14.1％
（33 人）、「リハビリ職」が 9.8％（23 人）の順となっている。 
 E 施設では「看護職」が 44.1％（72 人）と割合が最も多く、次いで「医師」と「リハビ

リ職」がそれぞれ 11.7％（19 人）、「保育士」が 7.3％（12 人）の順となっている。 
 F 施設では「看護職」が 47.8％（32 人）と割合が最も多く、次いで「介護福祉士」が 20.9％
（14 人）、「リハビリ職」が 10.4％（7 人）の順となっている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊その他：薬剤師、検査技師、放射線技師、精神保健福祉士、管理栄養士、その他を含む 

図Ⅰ－1 専門職の割合（施設別） 
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6 施設全体では「看護職（看護師、准看護師を含む）」が 45.3％（349 人）と最も割合が

高かった。次いで、「リハビリ職（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士を含む）」が 11.3％
（87 人）、「医師（歯科医を含む）」が 10.3％（79 人）となった。 
 

表Ⅰ－1 施設×専門職 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 専門職 n=771（100.0） 実数 
（%） 

施設名 
医師 

n=67 
（8.7） 

歯科医 

n=12 
（1.6） 

リハビリ職 

n=87 
（11.3） 

看護職 

n=349
（45.3） 

公認心理師 

n=19 
（2.5） 

保育士 

n=59 
（7.7） 

介護福祉士 

n=76 
（9.9） 

社会福祉士

n=22 
（2.9） 

その他 

n=80 
（10.4） 

合計 

n=771 
（100.0） 

A 5 
（3.1） 

0 
（0.0） 

14 
（8.8） 

66
（41.5） 

1 
（0.6） 

9 
（5.7） 

33 
（20.8） 

1 
（0.6） 

30 
（18.9） 

159 
（100.0） 

B 3 
（4.2） 

0 
（0.0） 

4 
（5.6） 

32
（45.1） 

1 
（1.4） 

7 
（9.9） 

12 
（16.9） 

2 
（2.8） 

10 
（14.1） 

71 
（100.0） 

C 5 
（6.5） 

7 
（9.1） 

20
（26.0） 

21
（27.3） 

3 
（3.9） 

3 
（3.9） 

11 
（14.3） 

0 
（0.0） 

7 
（9.1） 

77 
（100.0） 

D 33
（14.1） 

3 
（1.3） 

23
（9.8） 

126
（53.8） 

6 
（2.6） 

22
（9.4） 

0 
（0.0） 

7 
（3.0） 

14 
（6.0） 

234 
（100.0） 

E 19
（11.7） 

2 
（1.2） 

19
（11.7） 

72
（44.1） 

6 
（3.7） 

12
（7.3） 

6 
（3.7） 

8 
（4.9） 

19 
（11.7） 

163 
（100.0） 

F 2 
（3.0） 

0 
（0.0） 

7
（10.4） 

32
（47.8） 

2 
（3.0） 

6 
（9.0） 

14 
（20.9） 

4 
（6.0） 

0 
（0.0） 

67 
（100.0） 

＊リハビリ職：「理学療法士」、「作業療法士」、「言語聴覚士」を含む 

＊看護職：「看護師」、「准看護師」を含む 

＊その他：「薬剤師」、「検査技師」、「放射線技師」、「精神保健福祉士」、「管理栄養士」、「その他」を含む 
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（2）各専門職の内訳（医師、リハビリ職、看護職、福祉職） 

次に、「医師」、「リハビリ職」、「看護職」、「福祉職」についてみてみる。 

（2）－① 医師（診療科）の内訳 

「医師」の内訳について、結果を表したのが、図Ⅰ－2の通りである。A 施設と F 施設は

「小児科医」のみの配置となっている。C、D、E 施設は「歯科医」、「整形外科医」の配

置がある。 
さらに、この「医師」の内訳について、勤務形態ごとにみてみる。その結果が、次の表Ⅰ

－2 となる。C、D、E 施設のように、医師数が多い施設は、常勤医師よりも非常勤医師の

数が多い。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ－2 医師の内訳 
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表Ⅰ－2 勤務形態×医師×施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 専門職数 n=771 (100.0) 実数(%) 

施設名 勤務形態 
医師 

n=79 (10.3) 
医師以外 

n=692 (89.8) 
合計 

n=771 (100.0) 

A 

常勤 4 (2.5) 138 (86.8) 142 (89.3) 

非常勤 1 (0.6)  16 (10.1)  17 (10.7) 

兼務 0 (0.0) 0 (0.0)  0 (0.0) 

B 

常勤 2 (2.8)  55 (77.5)  57 (80.3) 

非常勤 1 (1.4)  7 (9.9)   8 (11.3) 

兼務 0 (0.0)  6 (8.5)  6 (8.5) 

C 

常勤 3 (3.9)  51 (66.2)  54 (70.1) 

非常勤  9 (11.7)  13 (16.9)  22 (28.6) 

兼務 0 (0.0)  1 (1.3)  1 (1.3) 

D 

常勤 9 (3.8) 164 (70.1) 173 (73.9) 

非常勤 27 (11.5)  34 (14.5)  61 (26.1) 

兼務 0 (0.0)  0 (0.0)  0 (0.0) 

E 

常勤  6 (3.7) 126 (77.3) 132 (81.0) 

非常勤 15 (9.2)  16 (9.8)  31 (19.0) 

兼務  0 (0.0)  0 (0.0)  0 (0.0) 

F 

常勤  2 (3.0)  58 (86.6)  60 (89.6) 

非常勤  0 (0.0)   7 (10.4)   7 (10.4) 

兼務  0 (0.0)  0 (0.0)  0 (0.0) 

合計 

常勤  26 (3.4)  592 (76.8) 618 (80.2) 

非常勤  53 (6.9)   93 (12.1) 146 (18.9) 

兼務  0 (0.0)   7 (0.9)  7 (0.9) 
＊医師：「医師」と「歯科医」を含む 

＊医師以外：医師以外の専門職 



- 8 - 
 

（2）－② リハビリ職の内訳 

 リハビリ職の内訳の内訳は、図Ⅰ－3の通りとなった。B、C 施設を除く 4 施設は「理学

療法士」の割合が最も多く、「作業療法士」、「言語聴覚士」の順となっている。B 施設は

「理学療法士」と「作業療法士」が 2 名ずつ配置されている。C 施設は「作業療法士」が 8
名で最も多く、「理学療法士」と「言語聴覚士」が 6 人ずつの配置となっている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ－3 リハビリ職の内訳 

 

（2）－③ 看護職と福祉職の内訳 

 看護職と福祉職の内訳は、図Ⅰ－4の通りとなった。6 施設とも看護職の割合は高い。福

祉職については、「保育士」と「介護福祉士」の割合が 6 施設で異なっている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ－4 看護職と福祉職の内訳 
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（3）勤務形態（施設×勤務形態） 

 各施設の勤務形態の結果が表Ⅰ－3の通りとなった。6施設とも、常勤職員の割合が多く、

7 割から 9 割弱となっている。 
 

表Ⅰ－3 施設×勤務形態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4）専門職の男女の割合 

各施設の専門職の男女の割合は、6 施設とも、「男性」よりも「女性」の方が多い割合と

なった（図Ⅰ－5）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ－5 専門職の男女の割合 

 勤務形態 n=771 (100.0) 実数（%） 

施設名 
常勤 

n=618 (80.2) 
非常勤 

n=146 (18.9) 
兼務 

n=7 (0.9) 
合計 

n=771 (100.0) 

A 142 (89.3) 17 (10.7) 0 (0.0) 159 (100.0) 

B  57 (80.3)  8 (11.3) 6 (8.5)  71 (100.0) 

C  54 (70.1) 22 (28.6) 1 (1.3)  77 (100.0) 

D 173 (73.9) 61 (26.1) 0 (0.0) 234 (100.0) 

E 132 (81.0) 31 (19.0) 0 (0.0) 163 (100.0) 

F  60 (89.6)  7 (10.4) 0 (0.0)  67 (100.0) 

 

 
＊事務職などを除いた数で集計している。 
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（5）サービス管理者責任者、児童発達支援管理責任者、児童指導員の実数と職種 

 サービス管理者責任者、児童発達支援管理責任者、児童指導員の実数と職種について、結

果を表したのが、図Ⅰ－6～8となった。 

（5）－① サービス管理責任者 

 サービス管理責任者の職種は、A、C 施設は「介護福祉士」となっている。B、E 施設は

「介護福祉士」、「社会福祉士」、「看護師」となっている。D、F 施設は、「社会福祉士」とな

っている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ－6 サービス管理責任者の実数と職種 

 

（5）－② 児童発達支援管理責任者 

 児童発達支援管理責任者の職種は、A 施設が「介護福祉士」となっている。B、E 施設は

「社会福祉士」と「看護師」となっている。C 施設は「看護師」、D、F 施設は、「保育士」

となっている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ－7 児童発達支援管理責任者の実数と職種 
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（5）－③ 児童指導員 

 児童指導員の職種は、A、C 施設は「介護福祉士」となっている。B 施設は「保育士」、

D 施設は「支援員」、E、F 施設は「社会福祉士」となっている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ－8 児童指導員の実数と職種 

 

（6）済生会での勤続年数 

 済生会での勤続年数について、表Ⅰ－4、図Ⅰ－9 の通りとなる。 

6 施設全体では、どれかに偏ることなく、全体的にバランスがとれている。 
各施設でみてみると、A 施設では「5～10 年未満」が 29.2％（40 人）と最も多く、次い

で「15～20 年未満」が 24.1％（33 人）、「10～15 年未満」が 20.4％（28 人）の順となって

いる。 
B 施設では「10～15 年未満」が 32.3％（20 人）と最も多く、次いで「3～5 年未満」が

21.0％（13 人）、「1 年未満」が 17.7％（11 人）となっている。 
C 施設では「10～15 年未満」が 24.7％（18 人）と最も多く、次いで「5～10 年未満」が

20.5％（15 人）、「3～5 年未満」が 17.8％（13 人）となっている。 
D 施設では「1～3 年未満」が 22.7％（52 人）と最も多く、次いで「5～10 年未満」が

21.8％（50 人）「15～20 年未満」が 13.1％（30 人）となっている。 
E 施設は、新設に伴うことから、済生会での勤続年数でみると、3 年未満の割合が多くな

っている。 
F 施設では「5～10 年未満」が 20.9％（14 人）と最も多く、次いで「3～5 年未満」と「10

～15 年未満」がそれぞれ 19.4％（13 人）となっている。 
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表Ⅰ－4 施設×済生会での勤続年数 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ－9 済生会での勤続年数 
 

4.5%
（3人）

33.8%（51人）

13.5%（31人）

6.8%
（5人）

17.7%（11人）
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（4人）

14.9%（10人）

45.7%（69人）

22.7%（52人）

15.1%（11人）

16.1%（10人）

11.7%
（16人）

19.4%（13人）

17.9%（27人）
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17.8%（13人）

21.0%（13人）

11.7%（16人）

20.9%（14人）

1.3%
（2人）

21.8%（50人）

20.5%（15人）

12.9%（8人）

29.2%（40人）

19.4%

1.3%
（2人）

10.0%（23人）

24.7%（18人）

32.3%（20人）

20.4%（28人）

16.4%（11人）

13.1%（30人）

4.1%（3人）

24.1%（33人）

4.5%
（3人）

5.2%
（11人）

11.0%（8人）

2.2%
（5人）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

F

E

D

C

B

A

（n=719）

1年未満 1～3年未満 3～5年未満 5～10年未満

10～15年未満 15～20年未満 20～30年未満 30年以上

 
勤続年数 n=719 (100.0) 

実数 

（%） 

施設名 

1 年未満 
 

n=105 
(14.6) 

1～3 年 
未満 

n=168 
(23.4) 

3～5 年 
未満 

n=108 
(15.0) 

5～10 年 
未満 

n=129 
(17.9) 

10～15 年 
未満 

n=104 
(14.5) 

15～20 年 
未満 
n=77 
(10.7) 

20 年以上 
 

n=28 
(3.9) 

合計 
n=719 
(100.0) 

A 4 
(2.9) 

16 
(11.7) 

16 
(11.7) 

40 
(29.2) 

28 
(20.4) 

33 
(24.1) 

0 
(0.0) 

137 
(100.0) 

B 11 
(17.7) 

10 
(16.1) 

13 
(21.0) 

8 
(12.9) 

20 
(32.3) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

62 
(100.0) 

C 5 
(6.8) 

11 
(15.1) 

13 
(17.8) 

15 
(20.5) 

18 
(24.7) 

3 
(4.1) 

8 
(11.0) 

73 
(100.0) 

D 31 
(13.5) 

52 
(22.7) 

26 
(11.4) 

50 
(21.8) 

23 
(10.0) 

30 
(13.1) 

17 
(7.4) 

229 
(100.0) 

E 51 
(33.8) 

69 
(45.7) 

27 
(17.9) 

2 
(1.3) 

2 
(1.3) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

151 
(100.0) 

F 3 
(4.5) 

10 
(14.9) 

13 
(19.4) 

14 
(20.9) 

13 
(19.4) 

11  
(16.4) 

3 
(4.5) 

67 
(100.0) 

※事務職等を除く数で集計している。 
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（7）小括 

 専門職の構成についてまとめる。まず、6 施設全体における専門職の割合では、「看護職」

が最も高い割合となった。また、「医師」や「リハビリ職」を含めて、医療職では全体の 6
割強となり、「保育士」、「介護福祉士」、「社会福祉士」の福祉職では全体の 2 割程度となっ

た。入所児者の支援においては、医療に関する支援の比重が大きいことが考えられる。 
性別の構成では、6～8 割の割合で「女性」であることから、専門職の割合と関係してい

るものと思われる。 
 次に、サービス管理責任者、児童発達支援管理責任者、児童指導員の職種について、6 施

設全体では、サービス管理責任者が「介護福祉士」と「社会福祉士」が、児童発達支援管理

責任者では「保育士」と「看護師」が同程度となり、児童と成人それぞれ得意とする専門分

野が配置されていることがみてとれる。 
勤務形態では、6 施設とも常勤職員の割合が多く、7 割から 9 割弱となっており、専門性

の高い支援やケアが求められていることが考えられる。 
そして、済生会での勤続年数では、6 施設全体でみてみると、バランスのとれた配置とな

っている。ただ、重症心身障害分野での勤続年数については、本調査で聞き取ることができ

ていないため、その点は併せて聞き取る必要があった。 
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Ⅱ.施設の事業実態 

（1）入所定員および入所実人数 

 入所定員については、「50 床未満」が 3 施設（B、C、F）、「100 床以上」が 3 施設（A、

D、E）となった（表Ⅱ－1）。 
 

（2）在宅サービス実施事業 

 6 施設とも、「短期入所」の事業を展開していた。その他、通所系、相談系の事業展開を

している施設がみられた（表Ⅱ－1）。 

表Ⅱ－1 入所定員規模と在宅サービス事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（3）施設が実施している在宅サービス事業のうち、最も利用率が高かった事業（平成 

28 年度～平成 30年度） 

 「短期入所」が 4 施設、「生活介護」が 2 施設となった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ－1 最も利用率が高い在宅サービス事業 

施設名 定員規模 在宅サービス事業 

A 100 床以上 短期入所 

B 50 床未満 短期入所（4 床）＋空床型 

C 50 床未満 
短期入所（空床型）、生活介護 
障害児相談支援、児童発達支援 

D 100 床以上 
短期入所（空床型）、計画相談支援、 
障害児相談支援、医療型児童発達支援 

E 100 床以上 
短期入所（8 床）、障害児相談支援、 
医療型児童発達支援 

F 50 床未満 
短期入所（6 床）、医療型児童発達支援、 
放課後等デイサービス、生活介護 

 

 

短期入所

n＝4

生活介護

n＝2

n=6 
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（4）（3）で選択した事業の対応状況 

（3）で選択した事業の対応状況については、図Ⅱ－2の通りとなった。 
短期入所では、「十分に対応できている」が 1 施設、「対応できている」が 1 施設、「あま

り対応できていない」が 2 施設となった。 
 生活介護では、「十分に対応できている」が 1 施設、「あまり対応できていない」が 1 施

設となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅱ－2 施設での対応状況 

 

（5）対応できていない理由 

 （4）で「あまり対応できていない」と回答した理由について、表Ⅱ－2の通りとなった。 

 

表Ⅱ－2 対応できていない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2

1

1

1

1

0 1 2 3

あまり対応できていない

対応できている

十分に対応できている

（施設）

生活介護 短期入所

事業 対応できていない理由 

短期入所 

・人工呼吸器を使用されている患者さま等、すべてのニーズに対して対応

できていないため。 
・登録者の多くが、平日においては学校や生活介護の利用で充足している。

そのため、学校やサービスがない土日祝の利用希望が集中しているた

め。 

生活介護 

・利用ニーズに対しては、地域で他事業所も増えてきている。当施設の利

用を希望される方に対しては回数を減らさざるを得ない状況がある。ま

た、入浴希望者にも対応しきれていない。 
＊原文のまま記載 
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（6）今後の事業展開予定 

 今後の事業展開予定については、表Ⅱ－3の通りとなった。 

 

表Ⅱ－3 今後の事業展開予定 

 

 

 

 

 

 

 

（7）地域や本人、家族のニーズに対して、さらに応えるために、施設が必要と考える

サービスや社会資源 

 施設が必要と考えるサービスや社会資源については、表Ⅱ－4の通りとなった。 
 「訪問系」が 3 件、「通所系」が 1 件、「入所系」が 1 件、「相談系」が 1 件となった。 

 

表Ⅱ－4 必要なサービスおよび社会資源 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（8）小括 

 入所定員規模は、50 床未満（3 施設）の小規模施設と 100 床以上（3 施設）の大規模施

設であった。規模は異なるものの、6 施設とも入所支援以外にも、在宅サービス事業を展開

しており、特に、短期入所事業は在宅生活の大きな柱であることから、地域で暮らす重症児

者やその家族への対応も行っていることがみてとれる。ただ、各施設、すべてのニーズに対

応できないこともあるため、今後の課題ともいえる。 
 必要なサービスおよび社会資源では、訪問系が最も多く、多くの専門職が配置される重症

児者施設の特徴を活かした支援のあり方は、今後重要になると考える。 

今後の事業展開予定 

計画相談支援 (n=1) 

居宅訪問型児童発達支援 (n=1) 

回答なし (n=4) 

 

種別 必要なサービスおよび社会資源 

訪問系 
n=3 

・外出機会の拡大ために入所者（医ケアのある重症児・者）が利用

できる移動サービス 
・地域の重症児・者に対する訪問リハビリ（訪問療育） 
・訪問看護（訪問リハビリ） 

通所系 
n=1 医療型児童発達支援の利用児が学齢期になった時の受け皿の充足 

入所系 
n=1 

短期入所利用中に体調不良になった場合でも、加療して、その利 
用期間中も預かれるシステム 

相談系 
n=1 相談支援事業 
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Ⅲ．入所児者の実態 

（1）6施設の入所児者の状況 

（1）－1 男女の割合 

 6 施設の男女の割合は、表Ⅲ－1、図Ⅲ－1 の通りとなった。6 施設全体の男女の割合は、

「男性」が 53.6％（226 人）、「女性」が 46.4％（196 人）となった。          
 

表Ⅲ－1 施設×男女の割合 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－1 男女の割合（施設別） 

 男女の割合 実数（％） 

施設名 
男性 

n=226(53.6) 
女性 

n=196(46.4) 
合計 

n=422(100.0) 
A 67(56.3) 52(43.7) 119(100.0) 

B 20(58.8) 14(41.2) 34(100.0) 

C 19(55.9) 15(44.1) 34(100.0) 

D 70(55.1) 57(44.9) 127(100.0) 

E 30(44.1) 38(55.9) 68(100.0) 

F 20(50.0) 20(50.0) 40(100.0) 

 

 

56.3%（67人）

58.8%（20人）

55.9%（19人）

55.1%（70人）

44.1%（30人）

50.0%（20人）

43.7%（52人）

41.2%（14人）

44.1%（15人）

44.9%（57人）

55.9%（38人）

50.0%（20人）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

A

B

C

D

E

F

男性 女性
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（1）－2 年齢 

 年齢別では、表Ⅲ－2、図Ⅲ－2の通りとなった。6 施設全体では「41～50 歳」が 21.1％
（89 人）が最も多く、次いで「51～60 歳」が 17.3％（73 人）、「31～40 歳」が 16.1％（68
人）となった。 

表Ⅲ－2 施設×年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－2 入所児者の年齢分布図  

0-2歳 3-5歳 6-8歳 9-11歳 12-14歳 15-17歳 18-20歳 21-30歳 31-40歳 41-50歳 51-60歳 61-65歳
以上

A 0 1 3 4 12 7 3 16 12 19 30 12
B 2 2 2 4 1 1 1 5 6 5 3 2
C 2 3 1 2 3 0 3 10 7 3 0 0
D 1 8 2 3 7 4 4 16 19 31 19 13
E 0 0 0 0 0 2 1 11 17 18 14 5
F 2 1 0 0 1 0 0 3 7 13 7 6
合計 7 15 8 13 24 14 12 61 68 89 73 38

7
(1.7％)

15
(3.6%) 8

(1.9％)

13
(3.1%)

24
(5.7%) 14

(3.3%)
12

(2.8%)

61
(14.5%)

68
(16.1%)

89
(21.1%)

73
(17.3%)

38
(9.0%)

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100（人）

 
年齢 

実数 

（%） 
年齢

(歳) 0-2 3-5 6-8 9-11 12-14 15-17 18-20 21-30 31-40 41-50 51-60 61-65以上 合計 

合計

/施設名 
7 

(1.7) 
15 

(3.6) 
8 

(1.9) 
13 

(3.1) 
24 

(5.7) 
14 

(3.3) 
12 

(2.8) 
61 

(14.5) 
68 

(16.1) 
89 

(21.1) 
73 

(17.3) 
38 

(9.0) 
422 

(100.0) 

A 0 
(0.0) 

1 
(0.8) 

3 
(2.5) 

4 
(3.4) 

12 
(10.1) 

7 
(5.9) 

3 
(2.5) 

16 
(13.4) 

12 
(10.1) 

19 
(16.0) 

30 
(25.2) 

12 
(10.1) 

119 
(100.0) 

B 2 
(5.9) 

2 
(5.9) 

2 
(5.9) 

4 
(11.8) 

1 
(2.9) 

1 
(2.9) 

1 
(2.9) 

5 
(14.7) 

6 
(17.6) 

5 
(14.7) 

3 
(8.8) 

2 
(5.9) 

34 
(100.0) 

C 2 
(5.9) 

3 
(8.8) 

1 
(2.9) 

2 
(5.9) 

3 
(8.8) 

0 
(0.0) 

3 
(8.8) 

10 
(29.4) 

7 
(20.6) 

3 
(8.8) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

34 
(100.0) 

D 1 
(0.8) 

8 
(6.3) 

2 
(1.6) 

3 
(2.4) 

7 
(5.5) 

4 
(3.1) 

4 
(3.1) 

16 
(12.6) 

19 
(15.0) 

31 
(24.4) 

19 
(15.0) 

13 
(10.2) 

127 
(100.0) 

E 0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

2 
(2.9) 

1 
(1.5) 

11 
(16.2) 

17 
(25.0) 

18 
(26.5) 

14 
(20.6) 

5 
(7.4) 

68 
(100.0) 

F 2 
(5.0) 

1 
(2.5) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(2.5) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

3 
(7.5) 

7 
(17.5) 

13 
(32.5) 

7 
(17.5) 

6 
(15.0) 

40 
(100.0) 
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（1）－2－① 平均年齢 

 各施設の平均年齢は、表Ⅲ－3の通りとなった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）－2－② 最少年齢と最高年齢 

 各施設の最少年齢と最高年齢は、表Ⅲ－4の通りとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表Ⅲ－3 平均年齢  （歳） 

施設名 男性 女性 

A 35.9 41.2 

B 26.1 34 

C 21 24 

D 35.7 37.1 

E 40.9 42.9 

F 39 46 

 

表Ⅲ－4 最少年齢と最高年齢 （歳） 

施設名 最少年齢 最高年齢 

A 5 88 

B 1 72 

C 2 49 

D 3 79 

E 15 70 

F 0 70 
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（1）－3 入所児者の在所期間 

 入所児者の在所期間について、6 施設全体では「5 年未満」が 109 人（25.8％）と最も多

く、次いで「15 年以上 25 年未満」が 99 人（23.5％）、「5 年以上 15 年未満」が 93 人（22.0％）、

「35 年以上」が 89 人（21.1％）、「25 年以上 35 年未満」が 32 人（7.6％）の順となった

（表Ⅲ－5、図Ⅲ－3）。 
表Ⅲ－5 施設×入所児者の在所期間 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－3 入所児者の在所期間 

 入所児者の在所期間 n=422 (100.0) 実数(%) 

施設名 
5 年未満 

 
n=109 (25.8) 

5～15 年 
       未満 
n=93 (22.0) 

15～25 年 
       未満 
n=99 (23.5) 

25～35 年 
      未満 
n=32 (7.6) 

35 年以上 
 

n=89 (21.1) 

合計 
 

n=422 (100.0) 

A 14 (11.8) 28 (23.5) 21 (17.6) 9 (7.6) 47 (39.5) 119 (100.0) 

B 5 (14.7) 25 (73.5) 3 (8.8) 0 (0.0) 1 (2.9)  34 (100.0) 

C 9 (26.5) 14 (41.2) 10 (29.4) 1 (2.9) 0 (0.0)  34 (100.0) 

D 22 (17.3) 14 (11.0) 40 (31.5) 19 (15.0) 32 (25.2) 127 (100.0) 

E 52 (76.5) 3 (4.4) 1 (1.5) 3 (4.4)  9 (13.2)  68 (100.0) 

F 7 (17.5)  9 (22.5) 24 (60.0) 0 (0.0) 0 (0.0)  40 (100.0) 

 

 

11.8%
（14人）

14.7%
（5人）

26.5%
（9人）

17.3%
（22人）

76.5%（52人）

17.5%
（7人）

23.5%（28人）

73.5%（25人）

41.2%（14人）

11.0%
（14人）

4.4%
（3人）

22.5%（9人）

17.6%
（21人）

8.8%
（3人）

29.4%（10人）

31.5%（40人）

1.5%（1人）

60.0%（26人）

7.6%
（9人）

2.9%
（1人）

15.0%
（１９人）

4.4%
（3人）

39.5%
（47人）

2.9%
（1人）

25.2%（32人）

13.2%
（9人）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

A

B

C

D

E

F

5年未満 5～15年未満 15～25年未満 25～35年未満 35年以上
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（2）サービス種別（措置、医療型障害児【重症児】、療養介護） 

 サービス種別についての結果は、図Ⅲ－4～5、表Ⅲ－6の通りとなった。6 施設とも、「療

養介護」が最も高い割合となった。「措置」については、B 施設が 32.4％（11 人）、C 施設

が 26.5％（9 人）、D 施設が 16.5％（21 人）となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

図Ⅲ－4 サービス種別の割合（6施設全体） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－5 サービス種別の割合（施設別） 

 

2.5%（1人）

16.5%（21人）

26.5%（9人）

32.4%（11人）

9.2%（11人）

7.5%（3人）

2.9%（2名）

3.1%（4人）

5.9%（2人）

8.8%（3人）

13.4%
（16人）

90.0%（36人）

97.1%（66人）

80.3%（102人）

67.6%（23人）

58.8%（20人）

77.3%（92人）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

F

E

D

C

B

A

措置 医療型障害児(重症児) 療養介護

 

措置

12.6％

（53人）

医療型障害児

7.1％

（30人）

療養介護

80.3％

（339人）
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表Ⅲ－6 施設×サービス種別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 サービス種別  n=422 (100.0) 実数(%) 

施設名 
措置 

n=53 (12.6) 
医療型障害児 

n=30 (7.1) 
療養介護 

n=339 (80.3) 
合計 

n=422 (100.0) 

A 11 (9.2) 16 (13.4)  92 (77.3) 119 (100.0) 

B 11 (32.4) 3 (8.8)  20 (58.8)  34 (100.0) 

C  9 (26.5) 2 (5.9)  23 (67.6)  34 (100.0) 

D 21 (16.5) 4 (3.1) 102 (80.3) 127 (100.0) 

E 0 (0.0) 2 (2.9)  66 (97.1)  68 (100.0) 

F 1 (2.5) 3 (7.5)  36 (90.0)  40 (100.0) 

 



- 23 - 
 

（2）－1 各サービス種別×年齢 

 サービス種別ごとにおいて、年齢別の結果を表したのが、表Ⅲ－7～9と図Ⅲ－6～8とな

った。 

（2）－1－① 措置 

 6 施設全体でみてみると、「12～14 歳」が 14 人（26.4％）と最も多く、次いで、「9～11
歳」が 11 人（20.8％）、「3～5 歳」が 10 人（18.9％）の順となった。例外的に「31～40 歳」

が 2 人（3.8％）も措置の対象として入所していることが明らかとなった。 
 

表Ⅲ－7 措置×年齢 

 
 
 
 
 
 
 
 各施設における「措置」の年齢別の結果が、図Ⅲ－6となる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－6 措置 
 

0-2歳 3-5歳 6-8歳 9-11歳 12-14歳 15-17歳 31-40歳
A 0 1 1 2 6 1 0
B 2 0 2 4 1 0 2
C 2 3 1 2 1 0 0
D 1 5 2 3 6 4 0
E 0 0 0 0 0 0 0
F 0 1 0 0 0 0 0
合計 5 10 6 11 14 5 2

5

10

6

11

14

5

2

0

2

4

6

8

10

12

14

16（人）

措置 n=53（100.0） 
実数 

（％） 
0-2 歳 3-5 歳 6-8 歳 9-11 歳 12-14 歳 15-17 歳 31-40 歳 合計 

5 
（9.4%） 

10 
（18.9%） 

6 
（11.3%） 

11 
（20.8%） 

14 
（26.4%） 

5 
（9.4%） 

2 
（3.8%） 

53 
（100.0%） 
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（2）－1－② 医療型障害児（重症児） 

 6 施設全体でみてみると、「12～14 歳」が 10 人（33.3％）と最も多く、次いで「15～17
歳」が 9 人（30.0％）、「3～5 歳」が 5 人（16.7％）の順となった。 

 

表Ⅲ－8 医療型障害児（重症児）×年齢 

 

 

 

 

 

 

 

各施設における「医療型障害児（重症児）」の年齢別の結果が、図Ⅲ－7となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－7 医療型障害児（重症児） 
 

0-2歳 3-5歳 6-8歳 9-11歳 12-14歳 15-17歳
A 0 0 2 2 6 6
B 0 2 0 0 0 1
C 0 0 0 0 2 0
D 0 3 0 0 1 0
E 0 0 0 0 0 2
F 2 0 0 0 1 0
合計 2 5 2 2 10 9

2

5

2 2

10

9

0

2

4

6

8

10

12
（人）

医療型障害児（重症児） n=30(100.0) 
実数 

（％） 

0-2 歳 3-5 歳 6-8 歳 9-11 歳 12-14 歳 15-17 歳 合計 

2 
（6.7%） 

5 
（16.7%） 

2 
（6.7%） 

2 
（6.7%） 

10 
（33.3%） 

9 
（30.0%） 

30 
（100.0%） 
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（2）－1－③ 療養介護 

 6 施設全体でみてみると、「41～50 歳」が 89 人（26.3％）と最も多く、次いで、「51～60
歳」が 73 人（21.5％）、「31～40 歳」が 66 人（19.5％）の順となった。 
 

表Ⅲ－9 療養介護×年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 各施設における「療養介護」の年齢別の結果が、図Ⅲ－8 となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－8 療養介護 
 

18-20歳 21-30歳 31-40歳 41-50歳 51-60歳 61-65歳以上

A 3 16 12 19 30 12
B 1 5 4 5 3 2
C 3 10 7 3 0 0
D 4 16 19 31 19 13
E 1 11 17 18 14 5
F 0 3 7 13 7 6
合計 12 61 66 89 73 38

12

61
66

89

73

38

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

療養介護 n=339(100.0) 
実数 

（％） 

18-20 歳 21-30 歳 31-40 歳 41-50 歳 51-60 歳 
61-65 
歳以上 

合計 

12 
（3.5%） 

61 
（18.0%） 

66 
（19.5%） 

89 
（26.3%） 

73 
（21.5%） 

38 
（11.2%） 

339 
（100.0%） 
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（3）障害支援区分 

 障害支援区分では、各施設とも「区分 6」が 9 割を超えている結果となった（図Ⅲ－9）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－9 障害支援区分 
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（4）医療的ケア（全体） 

 各施設の入所児者の「医療的ケア」の結果は、図Ⅲ－10の通りとなった。「たん吸引」が

144 人と最も多く、次いで「経管栄養」が 129 人となった。「人工呼吸器」は 31 人となっ

た。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊重複する「医療的ケア」も実数としてカウントしている 

図Ⅲ－10 医療的ケア（全体版） 

 

人工呼吸

器

気管内挿

管・

気管切開

鼻咽頭エ

アウェイ
酸素吸入 たん吸引

ネブライ

ザー

中心栄養

静脈

（IVH)
経管栄養

腸瘻・

腸管栄養
定期導尿 人工肛門

A 14 31 0 7 42 13 1 34 24 3 0
B 6 11 1 7 26 12 0 25 4 1 1
C 1 3 0 0 6 5 0 8 0 3 0
D 4 20 0 2 39 25 0 28 24 7 1
E 3 3 0 0 14 5 0 19 1 5 0
F 3 7 2 3 17 11 0 15 0 6 0
合計 31 75 3 19 144 71 1 129 53 25 2

31
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3

19

144

71

1

129

53

25

2

0

20

40

60

80

100

120

140
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（4）―1 医療的ケア別×年齢 

（4）－1－① 人工呼吸器 

「人工呼吸器」では「21～30 歳」が 9 人と最も多く、次いで「15～17 歳」と「51～60 歳」

が 4 人ずつとなった（図Ⅲ－11）。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－11 人工呼吸器 

 

（4）－1－② 気管内挿管・気管切開 

「気管内挿管・気管切開」では、「21～30 歳」が 17 人と最も多く、次いで、「31～40 歳」

が 13 人、「41～50 歳」が 10 人となった（図Ⅲ－12）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－12 気管内挿管・気管切開 

 

0-2歳 3-5歳 6-8歳 9-11歳 12-14歳 15-17歳 18-20歳 21-30歳 31-40歳 41-50歳 51-60歳 61-65歳
以上

A 0 0 0 0 1 3 0 6 0 1 3 0
B 0 0 0 1 1 1 1 2 0 0 0 0
C 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
D 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 1 1
E 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 0
F 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
合計 2 2 0 1 2 4 2 9 2 2 4 1

2 2

0
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2

4

2

9

2 2

4

1

0
1
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3
4
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7
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9

10（人）

 

0-2歳 3-5歳 6-8歳 9-11歳 12-14歳 15-17歳 18-20歳 21-30歳 31-40歳 41-50歳 51-60歳 61-65歳
以上

A 0 1 0 0 7 4 1 9 4 3 2 0
B 1 1 1 1 1 1 1 3 0 1 0 0
C 0 0 0 1 0 0 1 0 1 0 0 0
D 0 0 1 0 1 0 2 3 5 6 1 1
E 0 0 0 0 0 0 0 1 2 0 0 0
F 2 1 0 0 0 0 0 1 1 0 1 1
合計 3 3 2 2 9 5 5 17 13 10 4 2

3 3 2 2

9

5 5

17

13
10

4
2

0
2
4
6
8

10
12
14
16
18（人）
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（4）－1－③ 酸素吸入 

 「気管内挿管・気管切開」では、「12～14 歳」、「51～60 歳」がそれぞれ 3 人と最も多か

った（図Ⅲ－13）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－13 酸素吸入 

 

（4）－1－④ たん吸引 

「たん吸引」では、「21～30 歳」、「41～50 歳」がそれぞれ 29 人と最も多く、次いで「31～
40 歳」が 24 人と多かった（図Ⅲ－14）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－14 たん吸引 

 

0-2歳 3-5歳 6-8歳 9-11歳 12-14歳 15-17歳 18-20歳 21-30歳 31-40歳 41-50歳 51-60歳 61-65歳
以上

A 0 0 0 0 2 1 0 1 1 0 2 0
B 0 0 1 1 1 0 1 0 1 0 1 1
C 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
D 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1
E 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
F 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
合計 2 1 1 1 3 1 2 1 2 0 3 2
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0-2歳 3-5歳 6-8歳 9-11歳 12-14歳 15-17歳 18-20歳 21-30歳 31-40歳 41-50歳 51-60歳 61-65歳
以上

A 0 1 0 0 8 3 2 12 4 8 1 3
B 2 2 2 3 1 1 1 4 4 3 1 2
C 1 1 0 1 0 0 1 0 2 0 0 0
D 0 3 1 0 1 1 2 5 7 11 3 5
E 0 0 0 0 0 0 0 5 6 2 1 0
F 2 1 0 0 0 0 0 3 1 5 1 4
合計 5 8 3 4 10 5 6 29 24 29 7 14
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（4）－1－⑤ 鼻咽頭エアウェイ 

 「鼻咽頭エアウェイ」では、「31～40 歳」が 1 人、「61～65 歳以上」が 2 人となった（図

Ⅲ－15）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－15 鼻咽頭エアウェイ 

 

（4）－1－⑥ ネブライザー 

「ネブライザー」では、「21～30 歳」が 16 人と最も多く、次いで、「31～40 歳」が 11 人、

「41～50 歳」が 9 人となった（図Ⅲ－16）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－16 ネブライザー 

 

31-40歳 61-65歳以上

A 0 0
B 1 0
C 0 0
D 0 0
E 0 0
F 0 2
合計 1 2
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0-2歳 3-5歳 6-8歳 9-11歳 12-14歳 15-17歳 18-20歳 21-30歳 31-40歳 41-50歳 51-60歳 61-65歳
以上

A 0 0 0 0 3 1 2 4 2 0 1 0
B 1 1 0 1 1 1 1 4 0 1 1 0
C 0 1 0 1 0 0 1 0 2 0 0 0
D 0 3 0 1 1 0 2 4 4 6 0 4
E 0 0 0 0 0 0 0 2 2 1 0 0
F 2 1 0 0 0 0 0 2 1 1 1 3
合計 3 6 0 3 5 2 6 16 11 9 3 7
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（4）－1－⑦ 中心栄養静脈（IVH） 

 「中心栄養静脈（IVH）」では、A 施設（1 人）のみとなった（図Ⅲ－17）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－17 中心栄養静脈【IVH】 

 

（4）－1－⑧ 経管栄養 

 「経管栄養」では、「41～50 歳」が 26 人と最も多く、次いで、「51～60 歳」が 21 人、

「31～40 歳」が 20 人となった（図Ⅲ－18）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－18 経管栄養 

 

51-60歳
A 1
合計 1

1

0

1（人）

 

0-2歳 3-5歳 6-8歳 9-11歳 12-14歳 15-17歳 18-20歳 21-30歳 31-40歳 41-50歳 51-60歳 61-65歳
以上

A 0 1 1 2 4 1 2 4 1 8 8 2
B 2 2 2 3 1 0 0 4 5 2 2 2
C 1 1 0 1 0 0 1 2 2 0 0 0
D 0 2 0 0 1 0 2 1 3 9 6 4
E 0 0 0 0 0 0 0 4 8 3 4 0
F 2 1 0 0 0 0 0 2 1 4 1 4
合計 5 7 3 6 6 1 5 17 20 26 21 12
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（4）－1－⑨ 腸瘻・腸管栄養 

「腸瘻・腸管栄養」では、「21～30 歳」が 15 人と最も多く、次いで「12～14 歳」と「41～
50 歳」が 7 人ずつとなった（図Ⅲ－19）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－19 腸瘻・腸管栄養 

（4）－1－⑩ 

「定期導尿」では、「31～30 歳」、「51～60 歳」が、それぞれ 5 人となった（図Ⅲ－20）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－20 定期導尿 

 

0-2歳 3-5歳 6-8歳 9-11歳 12-14歳 15-17歳 18-20歳 21-30歳 31-40歳 41-50歳 51-60歳 61-65歳
以上

A 0 1 0 1 6 3 1 8 2 1 1 0
B 0 0 0 0 0 1 1 1 0 1 0 0
C 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
D 0 1 1 1 1 1 1 5 3 5 1 4
E 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0
F 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
合計 0 2 1 2 7 5 3 15 5 7 2 4
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0-2歳 3-5歳 6-8歳 9-11歳 12-14歳 15-17歳 18-20歳 21-30歳 31-40歳 41-50歳 51-60歳 61-65歳
以上

A 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 0 0
B 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0
C 0 0 0 0 0 0 0 1 2 0 0 0
D 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 4 2
E 0 0 0 0 0 0 0 2 2 1 0 0
F 1 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1 2
合計 1 1 0 0 0 1 1 4 5 3 5 4

1 1
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1 1
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（4）－1－⑪ 人工肛門 

「人工肛門」では、B、D 施設で、それぞれは 1 人ずつとなった（図Ⅲ－21）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－21 人工肛門 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

31-40歳 51-60歳
A 0 0
B 1 0
C 0 0
D 0 1
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（5）大島分類 

 6 施設全体と各施設をみてみると、「1 群」に該当する入所児者の割合が圧倒的に高いこ

とが明らかとなった（表Ⅲ－10）。 
表Ⅲ－10 大島分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（6）横地分類 

6 施設全体と各施設をみてみると、「A1」に該当する入所児者の割合が高いことが明らか

となった（表Ⅲ－11）。 
 表Ⅲ－11 横地分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 横地分類 
実数 

（％） 

施設名 
A1 

n=216 
(51.1) 

A2 

n=20 
(4.7) 

A3 

n=34 
(8.1) 

B1 

n=32 
(7.6) 

B2 

n=19 
(4.5) 

B3 

n=5 
(1.2) 

左記以外 

n=96 
(22.8) 

合計 

n=422 
(100.0) 

A 64 
(53.8) 

7  
(5.9) 

14 
(11.8) 

6  
(5.0) 

5  
(4.2) 

2  
(1.7) 

21  
(17.6) 

119 
 (100.0) 

B 26 
(76.5) 

1 
 (2.9) 

1 
 (2.9) 

1 
 (2.9) 

1  
(2.9) 

0 
 (0.0) 

4 
 (11.8) 

34 
 (100.0) 

C 15 
(44.1) 

1  
(2.9) 

2 
 (5.9) 

2  
(5.9) 

2  
(5.9) 

0 
 (0.0) 

12 
 (35.3) 

34 
 (100.0) 

D 58 
(45.7) 

7  
(5.5) 

7  
(5.5) 

8  
(6.3) 

9  
(7.1) 

1  
(0.8) 

37  
(29.1) 

127  
(100.0) 

E 36 
(52.9) 

4 
 (5.9) 

5  
(7.4) 

9 
(13.2) 

2  
(2.9) 

1 
 (1.5) 

11  
(16.2) 

68  
(100.0) 

F 17 
(42.5) 

0  
(0.0) 

5 
(12.5) 

6 
(15.0) 

0  
(0.0) 

1 
 (2.5) 

11  
(27.5) 

40  
(100.0) 

＊「左記以外」：「A4」～「A6」、「B4」～「B6」、「C1」～「C6」、「D1」～「D6」、「E1」～「6」とする。 

 大島分類 n=422(100.0) 実数（％） 

施設名 
1群 

n=279(66.1) 
2群 

n=55(13.0) 
3群 

n=6(1.4) 
4群 

n=20(4.7) 
左記以外 

n=62(14.8) 
合計 

n=422(100.0) 

A 74 (62.2) 16 (13.4) 2 (1.7) 9 (7.6) 18 (15.1) 119 (100.0) 

B 29 (85.3) 1 (2.9) 0 (0.0) 0 (0.0) 4 (11.8) 34 (100.0) 

C 21 (61.8)  8 (23.5) 0 (0.0) 0 (0.0) 5 (14.7) 34 (100.0) 

D 73 (57.5) 8 (6.3) 4 (3.1) 11 (8.7) 31 (24.4) 127 (100.0) 

E 59 (86.8) 7 (10.3) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (2.9) 68 (100.0) 

F 23 (57.5) 15 (37.5) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (5.0) 40 (100.0) 

＊「左記以外」は「5 群」～「25 群」とする。 
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（7）超重症心身障害児（者）と準超重症心身障害児（者）の実態 

 超重症心身障害児（者）（以下、「超重症児者」）と準超重症心身障害児（者）（以下、「準

超重症児者」）の実態の結果は、表Ⅲ－12、図Ⅲ－22 の通りとなった。 
6 施設の全入所所児者 422 人のうち、超重症児者と準超重症児者に該当する入所児者は

136 人（全体の 32.2％）となった。136 人のうち、「超重症児者」が 52 人、「準超重症児者」

が 84 人となった。 
 

表Ⅲ－12 施設×超重症児者および準超重症児者 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－22 超重症児者数と準超重症児者数 

 6施設全体 (n=136) 実数(%) 

施設名 
超重症児者 

n=52 (38.2) 
準超重症児者 

n=84 (61.8) 
合計 

n=136 (100.0) 

A   15 (40.5)   22 (59.5)   37 (100.0) 

B   12 (46.2)   14 (53.8)   26 (100.0) 

C    1 (16.7)    5 (83.3)   6 (100.0) 

D   16 (40.0)    24 (60.0)   40 (100.0) 

E    2 (15.4)   11 (84.6)   13 (100.0) 

F    6 (42.9)   8 (57.1)   14 (100.0) 
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（7）－1 超重症児者および準超重症児者における割合（施設別） 

 超重症児者および準超重症児者における割合を施設別に表した結果が、表Ⅲ－13の通り 

となった。A 施設では 31.1％（37 人）、B 施設では 76.5％（26 人）C 施設では 17.6％（6
人）D 施設では 31.5％（40 人）、E 施設では 19.1％（13 人）、F 施設では 35.0％（14 人）

となった。 

表Ⅲ－13 超重症児者および準超重症児者の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（7）－2 超重症児者および準超重症児者における割合（性別） 

 超重症児者および準超重症児者における割合を性別でみてみると、表Ⅲ－14 の通りとな 

った。超重症児者および準超重症児者ともに、男性の割合が高かった。 

 

表Ⅲ－14 性別×超重症児者および準超重症児者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 6施設全体 (n=136) 

性別 
超重症児者 

n=52 (100.0) 
準超重症児者 

n=84 (100.0) 

男性 

女性 

 41 (78.8) 
 11 (21.2) 

 47 (56.0) 
 37 (44.0) 

 

施設名 
(1)超重症児者 

（人） 

(2)準超重症児者 

（人） 

(1)＋(2)/実入所児者数 

の割合（％） 

A 15 22 31.1% 

B 12 14 76.5% 

C 1 5 17.6% 

D 16 24 31.5% 

E 2 11 19.1% 

F 6 8 35.0% 
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（7）－3 超重症児者および準超重症児者における割合（年齢別） 

 超重症児者および準超重症児者における割合を年齢別に表した結果が、表Ⅲ－15の通り 

となった。最も人数が多かったのが、「21 歳～30 歳」で 29 人、次いで「41 歳～50 歳」で

23 人、「31 歳～40 歳」で 21 人となった。 
 

表Ⅲ－15 年齢×超重症児者および準超重症児者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 対象児者 （n=136） 実数(%) 

年齢(歳) 
超重症児者 

n=52 (38.2) 
準超重症児者 

n=84 (61.8) 
合計 

n=136 (100.0) 

0-2 2 (50.0) 2 (50.0) 4 (100.0) 

3-5 2 (28.6) 5 (71.4) 7 (100.0) 

6-8 1 (50.0) 1 (50.0) 2 (100.0) 

9-11 1 (14.3) 6 (85.7) 7 (100.0) 

12-14 3 (30.0) 7 (70.0) 10 (100.0) 

15-17 5 (83.3) 1 (16.7) 6 (100.0) 

18-20 3 (75.0) 1 (25.0) 4 (100.0) 

21-30 14 (48.3) 15 (51.7) 29 (100.0) 

31-40 6 (28.6) 15 (71.4) 21 (100.0) 

41-50 7 (30.4) 16 (69.6) 23 (100.0) 

51-60 4 (30.8) 9 (69.2) 13 (100.0) 

61-65 以上 4 (40.0) 6 (60.0) 10 (100.0) 
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（8）主要病因分類（原因） 

 主要病因分類について、原因別で分析した結果が表Ⅲ－16 の通りである。 
 6 施設全体では、「分娩異常」が 108 人（26.0％）と最も多く、次いで「外因性障害」が

81 人（19.5％）、「不明の出生前の要因」が 42 人（10.1％）となった。 
 施設別では、A 施設では「分娩異常」が 32 人（26.9％）と最も多く、次いで「外因性障

害」が 23 人（19.3％）となった。B 施設では「特殊型その他」が 9 人（26.5％）と最も多

く、次いで「外因性障害」が 7 人（20.6％）となった。C 施設では「分娩異常」10 人（29.4％）

と最も多く、次いで「特殊型その他」が 8 人（23.5％）となった。D 施設では「分娩異常」

と「外因性障害」がそれぞれ 32 人（25.6％）と最も多く、次いで「新生児期の異常」が 14
人（11.2％）となった。E 施設では「分娩異常」が 24 人（35.3％）と最も多く、次いで「不

明の出生前の要因」が 11 人（16.2％）となった。F 施設では「症候性障害」が 7 人（20.0％）

と最も多く、次いで「分娩異常」、「新生児期の異常」、「外因性障害」それぞれが 6 人（17.3％）

となった。 
表Ⅲ－16 施設×主要病因分類（原因） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 主要病因分類（原因） n=415(100.0) 

 

出生前の原因 

n=119（28.7％） 

出生時・新生児期の原因 

n=159（38.3％） 

周生期以後の原因 

n=137（33.0％） 
実数(%) 

感
染
・
中
毒 

代
謝
異
常 

母
体
の
疾
患 

不
明
の
出
生
前
の
要
因 

染
色
体
異
常 

特
殊
型
そ
の
他 

分
娩
異
常 

新
生
児
期
の
異
常 

そ
の
他 

外
因
性
障
害 

症
候
性
障
害 

そ
の
他 

合計 

施設名 

合計 
1(0.2) 6(1.4) 2(0.5) 42(10.1) 23(5.5) 45(10.8) 108(26.0) 35(8.4) 16(3.9) 81(19.5) 35(8.4) 21(5.1) 415(100.0) 

A 1(0.8) 6(5.0) 0(0.0) 10(8.4) 9(7.6) 10(8.4) 32(26.9) 2(1.7) 5(4.2) 23(19.3) 7(5.9) 14(11.8) 119(100.0) 

B 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 4(11.8) 0(0.0) 9(26.5) 4(11.8) 4(11.8) 1(2.9) 7(20.6) 4(11.8) 1(2.9) 34(100.0) 

C 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 4(11.8) 0(0.0) 8(23.5) 10(29.4) 2(5.9) 1(2.9) 6(17.6) 3(8.8) 0(0.0) 34(100.0) 

D 0(0.0) 0(0.0) 2(1.6) 10(8.0) 9(7.2) 12(9.6) 32(25.6) 14(11.2) 3(2.4) 32(25.6) 6(4.8) 5(4.0) 125(100.0) 

E 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 11(16.2) 4(5.9) 6(8.8) 24(35.3) 7(10.3) 1(1.5) 7(10.3) 8(11.8) 0(0.0) 68(100.0) 

F 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 3(8.6) 1(2.9) 0(0.0) 6(17.1) 6(17.1) 5(14.3) 6(17.1) 7(20.0) 1(2.9) 35(100.0) 

＊上記以外の原因で「不明」として分類：C 施設が 2 名、F 施設が 5 名となる。 
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（8）－1 主要病因分類（障害内容） 

 主要病因分類（原因）について、時期別に障害内容を軸に整理した結果が図Ⅲ－23～25

である。 

（8）－1－① 出生前の原因 

 出生前の主要病因分類（原因）における障害内容の結果を表したのが、図Ⅲ－23となる。 
 出生前の各施設における障害内容について、A 施設では「その他不明なもの」が 10 人で

最も多く、次いで「その他の染色体異常」が 6 人となった。B 施設では「血管障害」が 5 人

で最も多く、次いで「その他不明なもの」が 4 人となった。C 施設では「その他不明なも

の」が 8 人で最も多く、次いで「水頭症」と「変性症候群」がそれぞれ 2 人となった。D 施

設では「その他不明なもの」が 12 人で最も多く、次いで「その他の染色体異常」が 7 人と

なった。E 施設では「その他不明なもの」が 6 人で最も多く、次いで「原発性小頭症または

狭頭症」と「水頭症」がそれぞれ 5 人となった。F 施設では「その他の染色体異常」、「原発

性小頭症または狭頭症」と「水頭症」、「変性症候群」がそれぞれ 1 人ずつとなった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－23 出生前の原因 
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A

（人）

ア.先天性風疹

イ.先天性梅毒

ウ．先天性卜キソプラズマ症

エ．その他の感染中毒

オ．糖質代謝障害

カ．アミノ酸代謝障害

キ．脂肪代謝障害

ク．プリン代謝障害

ケ．その他の代謝障害

コ．妊娠中毒症

サ．その他の母体の疾患によるもの

シ．原発性小頭症または狭頭症

ス．水頭症

セ．神経皮膚症候群

ソ．変性症候群

タ．ダウン症候群

チ．その他の染色体異常

ツ．血管障害

テ．その他の不明のもの
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（8）－1－② 出生時・新生児期の原因 

出生時・新生児期の主要病因分類（原因）における障害内容の結果を表したのが、図Ⅲ－

24 となる。 

出生時・新生児期の各施設における障害内容について、A 施設では「低酸素症または仮

死」が 27 人で最も多く、次いで「その他の分娩異常」が 4 人となった。B 施設では「その

他の分娩異常」が 4 人で最も多く、次いで「低出生体重児（AFD または LFD）」、「低出生

体重児（SFD）」がそれぞれ 2 人ずつとなった。C 施設では「低酸素症または仮死」が 10 人

で最も多く、次いで「低出生体重児（SFD）」が 2 人となった。D 施設では「低酸素症また

は仮死」が 30 人で最も多く、次いで「低出生体重児（SFD）」が 7 人となった。E 施設で

は「低酸素症または仮死」が 19 人で最も多く、次いで「高ビリルビン血症」と「その他の

分娩異常」がそれぞれ 3 人となった。E 施設では「低酸素症または仮死」が 5 人で最も多

く、次いで「低出生体重児（SFD）」と「その他の不明なもの」がそれぞれ 4 人ずつとなっ

た。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－24 出生時・新生児期の原因 
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（8）－1－③ 周生期以降の原因 

出生時・新生児期の主要病因分類（原因）における障害内容の結果を表したのが、図Ⅲ－

25 となる。A 施設では、「その他」を除いて「脳外傷」が 10 人で最も多く、次いで「髄膜

炎脳症」が 8 人となった。B 施設では「脳外傷」が 4 人で最も多く、次いで「その他の外因

によるもの」が 3 人となった。C 施設では「脳外傷」が 4 人で最も多く、次いで「てんか

ん」が 3 人となった。D 施設では「髄膜炎脳症」、「脳外傷」がそれぞれ 13 人ずつと最も多

く、「てんかん」、「その他の外因によるもの」がそれぞれ 5 にんずつとなった。E 施設では

「てんかん」が 6 人で最も多く、次いで「髄膜炎脳症」が 4 人となった。F 施設では「てん

かん」が 3 人で最も多く、次いで「髄膜炎脳症」、「脳外傷」、「中毒性脳症」、「血管障害」が

それぞれ 2 人ずつとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－25 周生期以後の原因 
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A

（人）

ア．髄膜炎脳症

イ．脳外傷

ウ．中毒性脳症

エ．予防接種による脳炎脳症

オ．その他の外因によるもの

カ．血管障害

キ．てんかん

ク．頭蓋内腫雍

ケ．脳症

コ．精神障害による発達遅滞

サ．その他の症候性障害

シ．環境因子による発達遅滞

ス．その他
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（8）－1－④ 不明 

 不明については、以下の図Ⅲ－26 の通りとなった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－26 病因別分類（不明） 

 

（9）小括 

 サービス種別では、施設によって「措置」の割合が高い傾向にあるのは、地域性が考えら

れる。また、済生会だからこそ割合が高くなっているのか、については全国との比較が必要

と考える。 
 主要病因分類については、全国調査では「脳外傷」の割合が急激に増加傾向にあり、本調

査結果においても、6 施設全体では「脳外傷」が 2 番目に多かった。これは、近年の児童虐

待が背景にあると考えられる。また、医療技術の進歩により「染色体異常」や「特殊型・そ

の他」の出生前原因の割合も高いことがみてとれる。 
 入所期間については、長期化している傾向にあることから、入所児者の状態や家庭環境の

要因から地域での生活が困難であることが伺える。 
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Ⅳ 新規入所児者 
（1）新規入所児者数（平成 28 年度から平成 30年度） 

 平成 28 年度から平成 30 年度の 3 年間の新規入所児者の実態は、表Ⅳ-1、図Ⅳ－1 の通

りとなった。各施設における 3 年間の入所児者の合計は、A 施設が 10 人、B 施設が 8 人、

C 施設が 7 人、D 施設が 15 人、E 施設が 72 人、F 施設が 4 人となった。E 施設について

は、平成 28 年度に新設し、他施設等からの受入れをしたため、このような結果となった。 
 さらに、各年度の新規入所児者を年齢別で整理をしたのが、表Ⅳ－2～4、図Ⅳ－2～4 と

なる。 
表Ⅳ－1 平成 28年度～平成 30 年度 新規入所児者数（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ－1 新規入所児者数（平成 28年度から平成 30 年度） 

 
平成 28 年～平成 30年度 新規入所児者数（年齢別） n=116(100.0) 

実数 

（%） 
年齢

(歳) 0-2 3-5 6-8 9-11 12-14 15-17 18-20 21-30 31-40 41-50 51-60 61-65以上 合計 

合計

/施設名 
14 

(12.1) 
5 

(4.3) 
4 

(3.4) 
5 

(4.3) 
2 

(1.7) 
1 

(0.9) 
4 

(3.4) 
17 

(14.7) 
20 

(17.2) 
21 

(18.1) 
20 

(17.2) 
3 

(2.6) 
116 

(100.0) 

A 1 
(10.0) 

0 
(0.0) 

2 
(20.0) 

3 
(30.0) 

0 
(0.0) 

1 
(10.0) 

1 
(10.0) 

2 
(20.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

10 
(100.0) 

B 3 
(37.5) 

2 
(25.0) 

2 
(25.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(12.5) 

0 
(0.0) 

8 
(100.0) 

C 3 
(42.9) 

1 
(14.3) 

0 
(0.0) 

2 
(28.6) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(14.3) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

7 
(100.0) 

D 5 
(33.3) 

2 
(13.3) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

2 
(13.3) 

1 
(6.7) 

2 
(13.3) 

2 
(13.3) 

1 
(6.7) 

0 
(0.0) 

15 
(100.0) 

E 0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

2 
(2.8) 

0 
(0.0) 

1 
(1.4) 

12 
(16.7) 

18 
(25.0) 

19 
(26.4) 

17 
(23.6) 

3 
(4.2) 

72 
(100.0) 

F 2 
(50.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(25.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(25.0) 

0 
(0.0) 

4 
(100.0) 
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4
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n=116
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（1）－① 平成 28年度 新規入所児者数（年齢別） 

 平成 28 年度の新規入所児者数は、6 施設全体で 51 人となった（表Ⅳ－2、図Ⅳ－2）。年

齢別でみてみると、「18 歳未満」では「0～2 歳」が 3 人（5.9％）、「6～8 歳」が 3 人（5.9％）

と最も多く、次いで「9～11 歳」が 2 人（3.9％）となっている。 
 

表Ⅳ－2 平成 28年度 新規入所児者数（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ－2 平成 28年度 新規入所児者数 

 
平成 28 年度 新規入所児者数（年齢別） n=51(100.0) 

実数 

（%） 
年齢

(歳) 0-2 3-5 6-8 9-11 12-14 15-17 18-20 21-30 31-40 41-50 51-60 61-65以上 合計 

合計

/施設名 
3 

(5.9) 
1 

(2.0) 
3 

(5.9) 
2 

(3.9) 
1 

(2.0) 
0 

(0.0) 
3 

(5.9) 
4 

(7.8) 
4 

(7.8) 
11 

(21.6) 
18 

(35.3) 
1 

(2.0) 
51 

(100.0) 

A 0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

2 
(50.0) 

1 
(25.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(25.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

4 
(100.0) 

B 1 
(50.0) 

0 
(0.0) 

1 
(50.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

2 
(100.0) 

C 0 
(0.0) 

1 
(50.0) 

0 
(0.0) 

1 
(50.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

2 
(100.0) 

D 2 
(33.3) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

2 
(33.3) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(16.7) 

1 
(16.7) 

0 
(0.0) 

6 
(100.0) 

E 0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(2.8) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

4 
(11.1) 

4 
(11.1) 

10 
(27.8) 

16 
(44.4) 

1 
(2.8) 

36 
(100.0) 

F 0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(100.0) 

0 
(0.0) 

1 
(100.0) 

 

 

0-2歳 3-5歳 6-8歳 9-11歳 12-14歳 15-17歳 18-20歳 21-30歳 31-40歳 41-50歳 51-60歳 61-65歳
以上

A 0 0 2 1 0 0 1 0 0 0 0 0
B 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0
C 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0
D 2 0 0 0 0 0 2 0 0 1 1 0
E 0 0 0 0 1 0 0 4 4 10 16 1
F 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0
合計 3 1 3 2 1 0 3 4 4 11 18 1

3
1

3 2 1 0

3 4 4

11

18

1

0
2
4
6
8

10
12
14
16
18
20（人）
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（1）－② 平成 29年度 新規入所児者数（年齢別） 

 平成 29 年度の新規入所児者数は、6 施設全体で 24 人となった（表Ⅳ－3、図Ⅳ－3）。年

齢別でみてみると、「0～2 歳」が 5 人（20.8％）と最も多く、次いで「3～5 歳」、「31～40
歳」がそれぞれ 4 人（16.7％）ずつとなっている。 

 

表Ⅳ－3 平成 29年度 新規入所児者数（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ－3 平成 29年度 新規入所児者数（年齢別） 
 

0-2歳 3-5歳 6-8歳 9-11歳 12-14歳 15-17歳 18-20歳 21-30歳 31-40歳 41-50歳 51-60歳 61-65歳
以上

A 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0
B 0 2 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0
C 2 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0
D 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
E 0 0 0 0 0 0 0 2 4 3 1 0
F 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0
合計 5 4 1 2 0 0 0 3 4 3 2 0

5

4

1

2

0 0 0

3

4

3

2

0
0

1

2

3

4

5

6（人）

 
平成 29 年度 新規入所児者数（年齢別） n=24(100.0) 

実数 

（%） 
年齢

(歳) 0-2 3-5 6-8 9-11 12-14 15-17 18-20 21-30 31-40 41-50 51-60 61-65以上 合計 

合計

/施設名 
5 

(20.8) 
4 

(16.7) 
1 

(4.2) 
2 

(8.3) 
0 

(0.0) 
0 

(0.0) 
0 

(0.0) 
3 

(12.5) 
4 

(16.7) 
3 

(12.5) 
2 

(8.3) 
0 

(0.0) 
24 

(100.0) 

A 0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(100.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(100.0) 

B 0 
(0.0) 

2 
(50.0) 

1 
(25.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(25.0) 

0 
(0.0) 

4 
(100.0) 

C 2 
(66.7) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(33.3) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

3 
(100.0) 

D 2 
(50.0) 

2 
(50.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

4 
(100.0) 

E 0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

2 
(20.0) 

4 
(40.0) 

3 
(30.0) 

1 
(10.0) 

10 
(100.0) 

F 1 
(50.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(50.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

2 
(100.0) 
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（1）－③ 平成 30年度 新規入所児者数（年齢別） 

 平成 29 年度の新規入所児者数は、6 施設全体で 24 人となった（表Ⅳ－4、図Ⅳ－4）。E
施設の影響もあるが、年齢別では「18 歳未満」では「0～2 歳」が 6 人（14.6％）と最も多

かった。「18 歳以上」では「31～40 歳」が 12 人（29.3％）と最も多かった。 
 

表Ⅳ－4 平成 30年度 新規入所児者数（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ－4 平成 30年度 新規入所児者数（年齢別） 
 

0-2歳 3-5歳 6-8歳 9-11歳 12-14歳 15-17歳 18-20歳 21-30歳 31-40歳 41-50歳 51-60歳 61-65歳
以上

A 1 0 0 1 0 1 0 2 0 0 0 0
B 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
C 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0
D 1 0 0 0 0 0 0 1 2 1 0 0
E 0 0 0 0 1 0 1 6 10 6 0 2
F 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
合計 6 0 0 1 1 1 1 10 12 7 0 2

6

0 0
1 1 1 1

10

12

7

0

2

0

2

4

6

8

10

12

14（人）

 
平成 30 年度 新規入所児者数（年齢別） n=41(100.0) 

実数 

（%） 
年齢

(歳) 0-2 3-5 6-8 9-11 12-14 15-17 18-20 21-30 31-40 41-50 51-60 61-65以上 合計 

合計

/施設名 
6 

(14.6) 
0 

(0.0) 
0 

(0.0) 
1 

(2.4) 
1 

(2.4) 
1 

(2.4) 
1 

(2.4) 
10 

(24.4) 
12 

(29.3) 
7 

(17.1) 
0 

(0.0) 
2 

(4.9) 
41 

(100.0) 

A 1 
(20.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(20.0) 

0 
(0.0) 

1 
(20.0) 

0 
(0.0) 

2 
(40.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

5 
(100.0) 

B 2 
(100.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

2 
(100.0) 

C 1 
(50.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(50.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

2 
(100.0) 

D 1 
(20.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(20.0) 

2 
(40.0) 

1 
(20.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

5 
(100.0) 

E 0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(3.8) 

0 
(0.0) 

1 
(3.8) 

6 
(23.1) 

10 
(38.5) 

6 
(23.1) 

0 
(0.0) 

2 
(7.7) 

26 
(100.0) 

F 1 
(100.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(00.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(100.0) 
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（2）入所前の「生活の場」 

 入所前の「生活の場」では、E 施設の影響もあるが、「自宅・アパート（親族と同居）」が

71 人と最も多かった。次いで、「その他」を除くと、「病院（小児科病棟）」が 12 人となっ

た（図Ⅳ－5）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ－5 入所前の「生活の場」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊「その他」：療養介護 
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（3）入所理由 

 「入所理由」では、E 施設の影響もあるが、「障害児・者の重度・重症化」が 72 人と最も

多かった。次いで、「在宅移行困難」が 12 人、「介護者の高齢化」が 8 人、「虐待」が 7 人

となった（図Ⅳ－6）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ－6 入所理由 

 

（4）相談経路 

 相談経路では、E 施設の影響もあり、「相談支援事業所」を除くと、「児童相談所」が 29
人と最も多く、次いで、「家族（親族）」が 11 人となった（図Ⅳ－7）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ－7 相談経路 

 

＊「その他」：養育困難（5 件） 
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（5）人工呼吸器装着児者の受入れ制限 

 人工呼吸器装着児者の受入れ制限について、「制限している」が 5 施設、「制限していな

い」が 1 施設となった（図Ⅳ－8）。 
 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ－8 人工呼吸器装着児者の受入れ制限 

 

（5）－① 「制限している」理由 

 人工呼吸器装着児者の受入れ制限をしている理由について、以下の回答を得た（表Ⅳ－

5）。 

表Ⅳ－5 人工呼吸器装着児者の受入れ制限の理由 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（6）人工呼吸器装着児者の今後の受入れ 

 人工呼吸器装着児者の今後の受入れについて、「現状維持」が 4 施設、「検討中」が 2 施

設となった（図Ⅳ－9）。 
 

 

 

 

 

図Ⅳ－9 人工呼吸器装着児者の今後の受入れ 

 

制限している

5施設

制限していない

1施設

理 由（自由記述） 

・現時点で 14 名の人工呼吸器装着児・者がいる。当施設としては 14 名が管理でき

る最大値となっているため。 
・人工呼吸器装着児は施設として最大 5 名まで対応可能とし、内 3 台は長期入所、

1～2 台は短期入所で運用している。そのため、これ以上の長期入所での対応台数

を増やすと短期入所の対応が困難となるため、制限をしている状況です。 
・現在入所されている 4 名の受け入れ体制を維持していく予定・医療機関

（NICU）から人工呼吸管理となって在宅移行している児童が多い中、重症児施

設ではそれら児童の在宅支援（短期入所）をしていくこととも重要な役割と考え

ていることから、長期入所枠での受入れは制限をかけている。 
・他の短期入所利用者との調整 
・職員への教育 
・医療・看護体制の都合。 

＊原文のまま記載。 

 

「現状維持」

4施設

「検討中」

2施設
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（7）入所待機児者の管理 

 入所待機児者の管理について、「管理している」が 4 施設、「管理していない」が 2 施設

となった（図Ⅳ－10）。「管理していない」2 施設のうち、1 施設は行政が一元管理している

ことであった。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ－10 入所待機児者の管理 

 

（7）－① 入所待機児者の管理方法 

 入所待機児者の管理方法について、自由記述にて回答を得た（表Ⅳ－6）。 

 

表Ⅳ－6 入所待機児者の管理方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「管理している」

4施設

「管理していない」

2施設

管理方法（自由記述） 

・待機児・者の管理は MSW が行っています。MSW が入所に係わる相談を受付け、施

設内の判定会議を経て待機名簿に登載する。空床が生じた場合には判定会議を開催

し、待機名簿から対象者を選定。ご本人、ご家族、関係機関と連携し、入所に向けて

調整する。 
①児童については、Z 県内の児童相談所より連絡が入り、施設の対象児であることを確

認した上でエントリーシートが送られてくる。 
②成人については、Z 県 T 圏域の各市町の障害福祉課より連絡が入り、施設の対象者で

あることを確認した上でエントリーシートが送られてくる。 
③①、②それぞれ、受け付け順に管理をしている。 
・特に入所待機児・者としては管理していませんが、入所希望申し込みがあるが、空床

がなく受け入れできない場合は、入所希望申し込みは受理し、空床ができた際に相談

対応する予定です。 

・入所希望者を待機登録者名簿に記載し管理する 

・18 歳以上は住所のある市町の障がい福祉担当課。 
・18 歳未満は住所のある市町を管轄する児童相談所が窓口となって受け付け、施設と

行政機関で入所調整を行っている。 
＊原文のまま記載 
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（7）－② 入所待機児者数 

 入所待機児者を「管理している」4 施設の入所待機児者数について、A 施設が 13 人、C
施設が 9 人、E 施設が 67 人、F 施設が 8 人となった（図Ⅳ－11）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ－11 入所待機児者数 

 

 

（7）－③ 入所待機児者数（年齢別） 

 入所待機児者を「管理している」4 施設（A、C、E、F）の入所待機児者の年齢別に整理

したのが、表Ⅳ－7の通りである。 
 
             表Ⅳ－7 入所待機児者数（年齢別）       

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

8

67

0

9

0

13

0 10 20 30 40 50 60 70 80

F

E

D

C

B

A

（人）

 入所待機児者数（年齢別）  （人） 

年齢（歳）

/ 施設名 0-2 3-5 6-8 9-11 12-14 15-17 18-20 21-30 31-40 41-50 51-60 61-65以 上 合計 

A 2 4 2 0 0 2 0 1 2 0 0 0 13 

B              

C 0 0 0 0 0 0 1 6 2 0 0 0 9 

D              

E 0 0 0 0 0 0 0 24 20 16 4 3 67 

F 2 0 1 0 0 0 0 1 3 0 1 0 8 
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（8）小括 

 平成 28 年度から平成 30 年度の 3 年間の新規入所児者の実態について、整理した。その結

果、6 施設全体でみてみると、年齢別では、「41 歳～50 歳未満」が 18.1％（21 人）、次いで

「21 歳～30 歳未満」、「51 歳～60 歳未満」がそれぞれ 17.2％（20 人）、「0 歳～6 歳未満」

の乳幼児の割合が 16.4％（19 人）となった。乳幼児の入所が高い割合となっていることが

明らかとなった。 
 「0 歳～6 歳未満」の入所については、本調査において、入所までの経緯や関連等までを

聞くことができていないが、入所理由をみてみると「在宅移行困難」が 12 人で、全体で 2
番目に多いこと、入所前の生活の場をみてみると、「病院（小児科病棟）」や「病院（ICU）」、

「乳児院」が 15 人となっており、在宅生活ができない何らかの要因があるものと考えられ

る。また、相談経路についても、相談支援事業所を除くと、児童相談所からの相談が多くあ

る。このことからも、近年の児童虐待が増加傾向にある中、引き続き、児童相談所との連携

や連絡・調整は十分に行っていく必要があると思われる。 
 21 歳以降の成人の方の入所については、おそらく介護者の介護負担増や本人の重度化・

重症化の理由による入所が多いものと考えられる。 
 人工呼吸器装着児者の受入れについては、短期入所との兼ね合いを考えている施設がほ

とんどであり、在宅支援も視野に入れた施設運営を考えていることがみてとれる。 
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Ⅴ.退所児者 
（1）退所児者数（平成 28年度から平成 30 年度） 

 平成 28 年度から平成 30 年度の 3 年間の退所児者の実態は、表Ⅴ-1、図Ⅴ－1 の通りと

なった。各施設における 3 年間の退所児者の合計は、A 施設が 9 人、B 施設が 5 人、C 施

設が 5 人、D 施設が 11 人、E 施設が 4 人、F 施設が 6 人となった。 

 さらに、各年度の退所児者を年齢別で整理をしたのが、表Ⅴ－2～4、図Ⅴ－2～4となる。 
表Ⅴ－1 平成 28年度～平成 30 年度 退所児者数（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅴ-1 退所児者数（平成 28 年度から平成 30年度） 
 

3

1
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1

4

1

1

5

3

3

2

2

2

3

2

1

3

0 2 4 6 8 10 12

F

E

D

C

B

A

（人）

n=40

平成28年度

平成29年度

平成30年度

 
平成 28 年～平成 30年度 退所児者数（年齢別） n=40(100.0) 

実数 

（%） 
年齢

(歳) 0-2 3-5 6-8 9-11 12-14 15-17 18-20 21-30 31-40 41-50 51-60 61-65以上 合計 

合計

/施設名 
1 

(2.5) 
0 

(0.0) 
2 

(5.0) 
2 

(5.0) 
1 

(2.5) 
1 

(2.5) 
0 

(0.0) 
10 

(25.0) 
6 

(15.0) 
5 

(12.5) 
10 

(25.0) 
2 

(5.0) 
40 

(100.0) 

A 1 
(11.1) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(11.1) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

2 
(22.2) 

2 
(22.2) 

0 
(0.0) 

2 
(22.2) 

1 
(11.1) 

9 
(100.0) 

B 0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(20.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(20.0) 

0 
(0.0) 

3 
(60.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

5 
(100.0) 

C 0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(20.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

3 
(60.0) 

1 
(20.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

5 
(100.0) 

D 0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(9.1) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(9.1) 

1 
(9.1) 

3 
(27.3) 

4 
(36.4) 

1 
(9.1) 

11 
(100.0) 

E 0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(25.0) 

1 
(25.0) 

2 
(50.0) 

0 
(0.0) 

4 
(100.0) 

F 0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(16.7) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(16.7) 

1 
(16.7) 

1 
(16.7) 

2 
(33.3) 

0 
(0.0) 

6 
(100.0) 
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（1）－① 平成 28年度退所児者数 

 平成 28 年度の退所児者数は、6 施設全体で 12 人となった（表Ⅴ－2、図Ⅴ－2）。年齢別

でみてみると、「51～60 歳」が 5 人（41.7％）と最も多く、20 歳以下の退所児者はいなか

った。 
表Ⅴ－2 平成 28 年度 退所児者数（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅴ－2 平成 28 年度 退所児者数（年齢別） 
 

21-25歳 31-40歳 41-50歳 51-60歳 61-65歳以上

A 0 1 0 2 1
B 1 0 0 0 0
C 0 0 0 0 0
D 0 0 2 1 0
E 0 0 0 1 0
F 1 1 0 1 0
合計 2 2 2 5 1

2 2 2

5

1

0

1

2

3

4

5

6（人）

 
平成 28 年度 退所児者数（年齢別） n=12(100.0) 

実数 

（%） 
年齢

(歳) 0-2 3-5 6-8 9-11 12-14 15-17 18-20 21-30 31-40 41-50 51-60 61-65以上 合計 

合計

/施設名 
0 

(0.0) 
0 

(0.0) 
0 

(0.0) 
0 

(0.0) 
0 

(0.0) 
0 

(0.0) 
0 

(0.0) 
2 

(16.7) 
2 

(16.7) 
2 

(16.7) 
5 

(41.7) 
1 

(8.3) 
12 

(100.0) 

A 0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(25.0) 

0 
(0.0) 

2 
(50.0) 

1 
(25.0) 

4 
(100.0) 

B 0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(100.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(100.0) 

C 0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

D 0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

2 
(66.7) 

1 
(33.3) 

0 
(0.0) 

3 
(100.0) 

E 0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(100.0) 

0 
(0.0) 

1 
(100.0) 

F 0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(33.3) 

1 
(33.3) 

0 
(0.0) 

1 
(33.3) 

0 
(0.0) 

3 
(100.0) 
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（1）－② 平成 29年度退所児者数 

 平成 29 年度の退所児者数は、6 施設全体で 15 人となった（表Ⅴ－3、図Ⅴ－3）。年齢別

でみてみると、「21～30 歳」が 4 人（26.7％）と最も多く、次いで「31～40 歳」が 3 人

（20.0％）となった。 
表Ⅴ－3 平成 29年度 退所児者数（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅴ－3 平成 29 年度 退所児者数（年齢別）  

0-2歳 3-5歳 6-8歳 9-11歳 12-14歳 15-17歳 18-20歳 21-30歳 31-40歳 41-50歳 51-60歳 61-65歳
以上

A 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0
B 0 0 1 0 0 0 0 2 0 0 0 0
C 0 0 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0
D 0 0 0 0 1 0 0 1 1 0 1 1
E 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0
F 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0
合計 0 0 2 2 1 0 0 4 3 1 1 1

0 0

2 2

1

0 0

4

3

1 1 1

0

1

2

3

4

5（人）

 
平成 29 年度 退所児者数（年齢別） n=15(100.0) 

実数 

（%） 
年齢

(歳) 0-2 3-5 6-8 9-11 12-14 15-17 18-20 21-30 31-40 41-50 51-60 61-65以上 合計 

合計

/施設名 
0 

(0.0) 
0 

(0.0) 
2 

(13.3) 
2 

(13.3) 
1 

(6.7) 
0 

(0.0) 
0 

(0.0) 
4 

(26.7) 
3 

(20.0) 
1 

(6.7) 
1 

(6.7) 
1 

(6.7) 
15 

(100.0) 

A 0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(50.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(50.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

2 
(100.0) 

B 0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(33.3) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

2 
(66.7) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

3 
(100.0) 

C 0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(33.3) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(33.3) 

1 
(33.3) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

3 
(100.0) 

D 0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(20.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(20.0) 

1 
(20.0) 

0 
(0.0) 

1 
(20.0) 

1 
(20.0) 

5 
(100.0) 

E 0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(100.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(100.0) 

F 0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(100.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

1 
(100.0) 
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（1）－③ 平成 30年度退所児者数 

 平成 29 年度の退所児者数は、6 施設全体で 15 人となった（表Ⅴ－4、図Ⅴ－4）。年齢別

でみてみると、「21～30 歳」と「51～60 歳」がそれぞれ 4 人ずつ（30.8％）と最も多く、

次いで「41～50 歳」が 2 人（15.4％）となった。 
表Ⅴ－4 平成 30 年度 退所児者数（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅴ－4 平成 30 年度 退所児者数（年齢別） 

 
平成 30 年度 退所児者数（年齢別） n=13(100.0) 

実数 

（%） 
年齢

(歳) 0-2 3-5 6-8 9-11 12-14 15-17 18-20 21-30 31-40 41-50 51-60 61-65以上 合計 

合計

/施設名 
1 

(7.7) 
0 

(0.0) 
0 

(0.0) 
0 

(0.0) 
0 

(0.0) 
1 

(7.7) 
0 

(0.0) 
4 

(30.8) 
1 

(7.7) 
2 

(15.4) 
4 

(30.8) 
0 

(0.0) 
13 

(100.0) 

A 1 
(33.3) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
(0.0) 

0 
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A 1 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0
B 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0
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D 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 0
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0 0 0 0
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（2）退所理由 

 退所理由については、「死亡退所」が 28 人、「状態および症状の悪化等による退所」と「そ

の他」がそれぞれ 6 人ずつとなった（図Ⅴ－5）。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅴ－5 退所理由 

 

（3）退所後の生活の場 

 退所後の生活の場は、「病院（急性期）」が 3 人と最も多かった。（2）退所理由の「死亡退

所」の死亡場所については本調査で聞き取れていため、図Ⅴ－6の結果となった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅴ－6 退所後の生活の場 

 
＊「その他」：施設移行、他の施設（医療機関）のサービス（支援）を受けるため、自宅近くの国立病院の重症児病

棟へ転院 
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（4）小括 

平成 28 年度から平成 30 年度の 3 年間の退所児者の実態について、整理した。6 施設全

体でみてみると、「21～30 歳未満」と「51～60 歳未満」が最も多かった。18 歳未満の入所

児者よりも、18 歳以上の入所者の退所が多いことが明らかとなった。 
退所理由のほとんどが「死亡退所」であった。しかし、死亡場所までは本調査で聞くこと

ができていないため、詳細は不明である。しかしながら、後述するが、看取りの件数から考

えると、ほとんどが病院での死亡退所であることが考えられる。 
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Ⅵ．看取り 

（1）看取り件数（平成 28年度～平成 30年度） 

 平成 28 年度から平成 30 年度の看取りの実績について、A 施設が 1 件、B 施設が 2 件、

C 施設が 3 件、D 施設が 8 件、E 施設が 1 件、F 施設が 1 件となった（図Ⅵ－1）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅵ－1 看取り件数（平成 28 年度～平成 30 年度） 

 

（2）看取りの具体的実践内容 

 看取りの具体的実践内容では、「家族の意向に沿って対応した」、「職員間で意思統一を図

った」がそれぞれ 6 施設、「エンゼルケアを実施した」が 5 施設、「グリーフケアを実施し

た」が 4 施設、「本人の意向に沿って対応した」、「家族に対する心理的サポートを実施した」、

「看取り対応する際に職員配置を増やした」がそれぞれ 1 施設となった（図Ⅵ－2）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅵ－2 看取りの具体的実践内容 
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（3）看取り対応の体制整備 

 看取り対応ができる体制の整備について、「整備している」、「整備していない」、「今後、

整備する予定」がそれぞれ 2 施設となった（図Ⅵ－3）。 
 
 
 
 
 
 

図Ⅵ－3 看取り対応の体制整備 

 

（4）看取り対応のマニュアル整備 

看取り対応に対応するマニュアル整備について、「整備している」、「整備していない」、「今

後、整備する予定」がそれぞれ 2 施設となった（図Ⅵ－4）。 
 
 
 
 
 
 

図Ⅵ－4 看取り対応のマニュアル整備 

 

（5）看取りの実施における課題 

 施設で看取りを実施するにあたっての課題について、図Ⅵ－5の通りとなった（複数回答

可）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅵ－5 看取りの実施における課題 
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（6）小括 

 看取りについては、高齢者施設（特別養護老人ホーム）のように、重症児者施設では加算

を取得できる制度はないが、看取りを実践していることが明らかとなった。 

 特に、看取り実践の課題にもあるように、本人の意思確認等が困難であることが挙げられ

たように、言葉による意思疎通が困難である入所児者の意思確認や意思決定をどのように

していくかあるいはどのようにしているかは、さらに深めていく必要があると考える。 

 このことは、普段からの職員の入所児者に対するアセスメントが十分にできていること

やコミュニケーション、さらには互いの関係性の構築に深く関わっているものと思われる。 

 重症児者施設における看取りは、様々な面において、職員の高い専門性が求められるもの

と考える。そのため、各専門職との連携をはじめ、家族や関係者とも十分な連携は必須であ

る。 

現在、高齢者施設（特別養護老人ホーム）における看取りは、大きなテーマとなっている。

重症児者施設でもそれは重要なテーマであると考える。そのため、今後は、各事例について

の分析を深め、課題を抽出し、重症児者施設における看取りのある方について検討していき

たいと考える。 
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Ⅶ．成年後見制度 

（1）成年後見制度利用支援事業について 

 成年後見制度利用支援事業について、「知っている」と回答した施設は全 6施設となった。 
 

（2）成年後見制度利用支援事業の活用の有無 

成年後見制度利用支援事業の活用の有無について、「活用したことがない」と回答した施

設は全 6 施設となった。 

 

（3）未成年後見制度の利用状況 

 未成年後見制度を「利用している」と回答した施設は、1 施設のみとなった。 
 

（4）成年後見制度利用状況 

 成年後見制度利用人数と入所者全体の割合を表したのが、表Ⅶ－1の通りである。F 施設

が 97.2％（36 人）と最も割合が高く、次いで D 施設が 95.0％（97 人）、B 施設が 80.9％
（17 人）、C 施設が 78.2％（18 人）、E 施設が 32.4％（22 人）、A 施設が 11.7％（14 人）

の順となった。 
表Ⅶ－1 成年後見制度利用割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（5）（4）で利用している入所者本人と成年後見人の関係性 

 入所者本人と成年後見人の関係性を整理したのが表Ⅶ－2 の通りである。また、親族後見

人の内訳のグラフが図Ⅶ－1、第三者後見人の内訳のグラフが図Ⅶ－2となる。6 施設とも、

第三者後見人よりも親族後見人の方が多い。親族後見人のなかでも、「父母」の割合が高く

なっている。 
 

 

 

 

施設名 
成年後見制度利用人数と 

入所者全体の割合（％） 

A 14 人（11.7％） 

B 17 人（80.9％） 

C 18 人（78.2％） 
D 97 人（95.0％） 
E 22 人（32.4％） 
F 36 人（97.2％） 
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表Ⅶ－2 入所者本人と成年後見人の関係性 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅶ－1 親族後見人の内訳 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

図Ⅶ－2 第三者後見人の内訳 

 

4

4

4

14

0

14

4

18

46

3

6

11

1

6

20

0 20 40 60 80 100 120

その他親族

兄弟姉妹

父母

（人）

A

B

C

D

E

F

施設名 

親族後見人 第三者後見人 実数（％） 

父母 兄弟姉妹 
その他 

親族 
弁護士 司法書士 行政書士 社会福祉士 その他 合計 

A 4(28.6) 4(28.6) 0(0.0) 1(7.1) 5(35.7) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 14(100.0) 

B 14(77.8) 4(22.2) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 18(100.0) 

C 14(77.8) 0(0.0) 0(0.0) 2(11.1) 0(0.0) 0(0.0) 2(11.1) 0(0.0) 18(100.0) 

D 46(47.9) 18(18.8) 4(4.2) 10(10.4) 6(6.3) 0(0.0) 9(9.4) 3(3.1) 96(100.0) 

E 11(50.0) 6(27.3) 3(13.6) 1(4.5) 0(0.0) 1(4.5) 0(0.0) 0(0.0) 22(100.0) 

F 20(55.6) 6(16.7) 1(2.8) 0(0.0) 3(8.3) 0(0.0) 6(16.7) 0(0.0) 36(100.0) 

 

 

0

5

1

2

2

3

9

6

10 1

6

3

0 5 10 15 20

その他

社会福祉士

行政書士

司法書士

弁護士

（人）

A

B

C

D

E

F



- 64 - 
 

（6）親亡き後の課題等について（自由記述） 

 親亡き後の課題等について、施設で抱えているもしくは検討している課題等について、自

由回答してもらった結果を「医療同意」、「親族確保」、「家族状況」、「その他」の 4 つに分類

し整理をした（表Ⅶ－3）。 
 

表Ⅶ－3 親亡き後の課題等について（自由記述） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（7）小括 

 成年後見人について、後見人が「父母」の割合が高くなっている。しかしながら、6施設

とも、親亡き後の生活について、様々な課題を抱えていた。早急に解決できる問題や課題で

はないことから、施設のみでなく、それぞれの地域を巻き込みながら、検討していくことが

必要と思われる。 

 

 

カテゴリー 自由記述 

医療同意 

・第三者の成年後見人しかいない場合の医療同意 
・医療同意、特に生命に関わる治療や延命処置などの確認 
・親だけでなく、親族の関わりもないケースの場合の医療同意 
・他院搬送を伴う同意 
・他院受診時の治療同意や予防接種などの同意（胃ろう造設や気管切開

なども含む） 
・緊急時の対応（人工呼吸器の使用など） 

親族確保 ・親族確保 

家族状況 

・キーパーソンについては、親ほどの協力が得られない場合がある 
・長期入所者家族の高齢化や死別によるひとり親世帯があるなど家族状

況の変化 
・第三者後見人選出の検討について情報提供を行っているが、家族は自

身の亡くなった後のことを考えていくことに対して消極的で、具体的

な事柄を進められていない 

その他 

・本人の歴史や親の思いの伝承・本人死亡時の対応方法 
・本人の日常生活用品の用意とその好み 
・本人の意思決定支援における後見人および親族等と施設職員との協働

体制の構築 
・成年後見人への要望 
・親亡き後の利用者の財産管理や身上監護を受け継げる体制の構築 
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Ⅷ．アセスメントの実態 

（1）施設で使用するアセスメント様式 

施設独自で作成した様式を使用している施設が 3 施設、施設独自で作成した様式と電子

カルテ内の様式の両方を使用している施設が 2 施設、電子カルテ内の様式を使用している

施設が 1 施設となった（図Ⅷ－1）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅷ－1 施設で使用するアセスメント様式 

 
（2）施設で重視しているアセスメント項目（優先度の高い順に 5つ） 
 施設で最も重視しているアセスメント項目は 6 施設中 4 施設が「医療的情報」となった。

2 番目に重視している項目は、安全管理、神経症状などの「医療的情報」とした施設が 3 施

設となった。3 番目以降に重視している項目は、各施設さまざまであるが、「日中活動」や

「身体機能」、「日常生活動作」といった項目をあげていた。 
 5 番目として、本人の「プロフィール」、「成育歴」、「本人及び家族の要望や希望」といっ

た項目をあげている施設が 3 施設あった（表Ⅷ－1）。 
 
（3）施設でアセスメントを十分に行う必要性のある項目（優先度の高い順に 3つ） 
 施設でアセスメントを十分に行う必要性のある項目の優先順位については、1 施設を除く

5 施設が設問Ⅷ－（2）の重視しているアセスメント項目の順位と同じであった。 
 1 施設は、3 番目の優先順位の項目が「社会参加」から「医療」に関する項目となってい

た。この設問では、6 施設とも 3 つの優先順位のどこかには、「医療」に関する項目をあげ

ていた（表Ⅷ－2）。 
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表Ⅷ－1 施設で重視しているアセスメント項目（優先度の高い順に 5 つ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表Ⅷ－2 アセスメントを十分に行う必要性のある項目（優先度の高い順に 3つ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

施設名 優先度１ 優先度 2 優先度 3 優先度 4 優先度 5 

A 医療的ケア 
（健康状態など） コミュニケーション 日中活動 身体機能 五感 

B 身体状況 
（健康状態など） 神経症状 栄養状態 排泄 皮膚状態 

C 医療的情報 安全管理 食事支援 日常生活動作 プロフィール 

D 医療的情報 
（健康状態など） 日常生活 日中活動 家族に関すること 外部機関との連携 

E 生活状況や環境 医療的情報 
（医療処置の程度等） 身体的機能 栄養状態 

（摂食状況など） 
本人及び家族の 
要望や希望 

F 本人の願い 好きなこと 社会参加 姿勢・運動 成育歴 

 

施設名 優先度１ 優先度 2 優先度 3 

A 医療的ケア 
（健康状態など） コミュニケーション 日中活動 

B 呼吸 神経 栄養、排泄 

C 医療的情報 安全管理 日常生活動作 

D 医療的情報 
（健康状態など） 日常生活 日中活動 

E 生活状況や環境 医療的情報 
（医療処置の程度など） 身体的機能 

F 本人の願い 好きなこと 医療 
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（4）入所児者に関する「日々の情報」についての「記録」の有無 

 各専門職が収集した日々の情報については、6 施設全てが「記録をしている」と回答した。 
 
（5）日々の情報における「記録方法」と「共有方法」（自由記述） 

 日々の情報における記録媒体は、「電子カルテ」を使用している施設が 4 施設、「その

他」として施設独自の様式を使用している施設が 2 施設となり（図Ⅷ－2）、記録者や記録

内容などは表Ⅷ－3の通りとなった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅷ－2 記録媒体 

 

表Ⅷ－3 日々の情報における「記録方法」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日々の情報共有については、全 6 施設、職員の閲覧が可能となっている（表Ⅷ－4）。共

有方法は記録媒体での共有している施設と申し送り時やグループ会議、ケース会議等を通

しての情報共有している施設となった。 

 

表Ⅷ－4 日々の情報における「共有方法」 

 

 

 

 

 

 

 

 

記録媒体 記録者 記録内容 記録方法 

電子カルテ

（n=4） ・各専門職 

・看護記録 
・日中活動 
・日々の様子 
・療育活動 

・SOAP 形式（1 件） 

その他 
（n=2） 

・看護師 
・生活支援員 
・リハビリ職員 

・健康に関すること 
・生活に関すること 
・日中の活動状況 

記述なし 

 

記録の閲覧 共有方法 具体的内容 

全職員が閲覧可能 
（n=6） 

記録媒体での共有 ・電子カルテやカルテ等を閲覧 
・メッセージボックスの活用 

会議等での共有 

・グループ会議 
・ケース会議 
・カンファレンス 
・申し送り 

 

 
＊「その他」：カルテ及び伝達版、カーデックス 

 

2

4

0 1 2 3 4 5

その他

電子カルテ

（施設）

n=6
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（6）日々の情報を取りまとめる人 

 各専門職が収集した情報を取りまとめる人については、「サービス管理責任者（児童発達

支援管理責任者：この場合は 18 歳未満の児童が対象）」と回答した施設が 2 施設、「看護

師」と回答した施設が 1 施設、「その他（まとめていない）、（電子カルテ）」と回答した

のが 3 施設となった（図Ⅷ－3）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅷ－3 日々の情報の取りまとめる人 

 

（7）情報を取りまとめる際の工夫点 

 情報を取りまとめる際の工夫点としては、活動記録や日中の様子などの記録は各施設の

様式に応じて記録をしている（表Ⅷ－5）。 

 

表Ⅷ－5 情報を取りまとめる際の工夫点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（8）閲覧の有無 

 取りまとめた情報の閲覧については、「まとめていない」と回答した施設以外の 4 施設

は、全職員の閲覧が可能であった（表Ⅷ－6）。 

 
＊サービス管理責任者（児童発達支援管理責任者含む） 
＊その他：まとめていない、電子カルテ 

3

1

2

0 1 2 3 4

その他

看護師

サービス管理責任者

（施設数）

（n=6)

情報を取りまとめる際の工夫点（自由記述） 

・電子カルテのため、記録内容が時系列で保存される。 
・2 種類の様式に記録する。 
・特記事項等については、関わったスタッフがその日のリーダーに報告し、日

勤、夜勤それぞれのリーダーでさらに申し送りをし、その内容を電子カルテ

に記載する。 
・記載した内容は個別支援計画の立案や評価に反映する。 
・日々の情報は各分野の担当職種が記載し、担当の管理責任者がその内容をチ

ェックし、ICF におとしこんで現状の整理をしている。 
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（9）取りまとめた情報の更新頻度 

 取りまとめた情報の更新頻度については、「毎日」が 1 施設、「1 か月毎」が 2 施設、「1
年毎」が 1 施設となった（表Ⅷ－6）。 

表Ⅷ－6 情報の閲覧有無と更新頻度  

 

 

 

 

 

 
 
（10）「個別支援計画におけるアセスメント」の情報共有 

 全 6 施設、個別支援計画におけるアセスメントの情報共有の機会は「有」となった。 
 
（11）設問（10）における情報共有に参加するメンバー 

 情報共有に参加するメンバーは以下の表Ⅷ－7 の通りになった。「医師」や「看護師」な

どの医療職、「理学療法士」や「作業療法士」などのリハビリ職、「保育士」、「介護福祉士」

や「社会福祉士」などの福祉職、「サービス管理責任者」、「児童発達支援管理責任者」が情

報共有に参加をしていた。 
 

表Ⅷ－7 情報共有に参加するメンバー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設名 

 

 

 

   

職

種 

 

 

医
師 

看
護
師 

理
学
療
法
士 

作
業
療
法
士 

言
語
聴
覚
士 

公
認
心
理
師 

保
育
士 

介
護
福
祉
士 

社
会
福
祉
士 

精
神
保
健
福
祉
士 

管
理
栄
養
士 

サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任
者 

児
童
発
達
支
援
管
理
責
任
者 

児
童
指
導
員 

そ
の
他 

A ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ × × 

B ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ × 

C ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ 

D × ○ × × × × ○ × × × × ○ × ○ × 

E ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ × ○ ○ × × × 

F ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ 

※「精神保健福祉士」については、6 施設ともその資格を所有している職員はいないため、6 施設すべて「×」
となっている。 

情報の閲覧有無 情報の更新頻度 

閲覧可能 
(n=4) 

・毎日 
・1 か月毎 (2 件) 
・1 年毎 

まとめていない 
(n=2) ・回答なし (2 件) 
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（12）アセスメントの情報共有にかかる時間 

 各職種が集まって情報共有する際の時間は、「30 分以内」が 4 施設、「1 時間～1 時間半」

が 1 施設、「その他（40 分）」が 1 施設となった（図Ⅷ－4）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅷ－4 情報共有にかかる時間 

 

（13）アセスメントの情報共有する頻度 

 情報共有をする頻度については、「6 か月ごと」が 4 施設、「1 か月ごと」が 1 施設、「1 年

ごと」が 1 施設となった（図Ⅷ－5）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅷ－5 情報共有の頻度 

 
 （12）と（13）をまとめたのが、表Ⅷ－8の通りとなる。 

表Ⅷ－8 情報共有の時間と頻度  

 

 

 

 

 

 

 

情報共有にかかる時間 情報共有する頻度 

30 分以内 
(n=4) 

・1 か月毎 
・6 か月毎 (2 件) 
・1 年毎 

1 時間～1 時間 30 分 
(n=1) ・6 か月毎 

その他（40 分） 
(n=1) ・6 か月毎 

 

 

1

1

4

0 1 2 3 4 5

その他

1時間～1時間30分

30分以内

（施設数）

（n=6)

 

1

1

4

0 1 2 3 4 5

1年ごと

1か月ごと

6か月ごと

（施設数）

(n=6)
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（14）情報共有するための工夫点 

 情報共有するための工夫点については、各施設それぞれの方法によって、職員間での情報

共有を工夫していることが明らかとなった（表Ⅷ－9）。 
 

表Ⅷ－9 アセスメントに関する情報共有の工夫点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（15）アセスメント情報の活用場面 

 アセスメント情報の活用場面では、2 施設は「カンファレンス」では活用していない。そ

の項目を除いた項目については、6 施設とも設問で設定した項目における場面で活用してい

る（図Ⅷ－6）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅷ－6 アセスメント情報の活用場面 

 

 

カテゴリー 情報共有の工夫点（自由記述） 

会議等による共有 

・申し送り 
・月 1 回の担当グループ会議（モニタリング） 
・担当者会議またはカンファレンスの開催 (3 件) 
・施設内連携（報告・連絡・相談）の充実 

ツールによる共有 

・電子カルテの閲覧による情報収集及び共有 (3 件) 
・連絡ノートの活用 
・メッセージボックスの活用 
・写真や説明等の情報シートの作成 
・パソコンで個別情報シートを管理しているため、すべての職員がそれ

ぞれの部署から確認することが可能であり、新しい情報の追加も可能 
・サービス管理責任者と児童発達支援管理責任者が、日々の情報等を管

理している。 
 

 

0

6

6

6

4

6

6

6

0 1 2 3 4 5 6

その他

家族・親族との面談

日常生活への支援

ケース会議

カンファレンス

評価

モニタリング

個別支援計画の作成

（施設数）
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（16）入所前の新規入所児・者に対して情報収集する職種 

 入所前の新規入所児・者に対して情報収集する職種については、「医師」や「看護師」の

医療職に加え、「社会福祉士」や「サービス管理責任者」などの福祉職がともに情報収集す

る施設は 4 施設となった（表Ⅷ－10）。 
また、「社会福祉士」が情報収集する施設は 4 施設となり、なかでも「社会福祉士」のみ

で情報収集する施設が 1 施設，「社会福祉士」と「サービス管理責任者」のみで情報収集す

る施設が 1 施設となった（表Ⅷ－10）。 
 

表Ⅷ－10 入所前の新規入所児者に対して情報収集する職種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設名 

 

 

 

   

職

種 

 

 

 

医
師 

看
護
師 

理
学
療
法
士 

作
業
療
法
士 

言
語
聴
覚
士 

公
認
心
理
師 

保
育
士 

介
護
福
祉
士 

社
会
福
祉
士 

精
神
保
健
福
祉
士 

管
理
栄
養
士 

サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任
者 

児
童
発
達
支
援
管
理
責
任
者 

児
童
指
導
員 

そ
の
他 

A × × × × × × × × ○ × × × × × × 

B ○ ○ × × × × × × ○ × × × × × × 

C ○ ○ × × × × × × × × × ○ ○ × ○ 

D × × × × × × × × ○ × × ○ × × × 

E ○ ○ × × × × × × ○ × × ○ × × × 

F ○ ○ × × × × × × × × × × × × ○ 
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（17）新規入所児者の情報をまとめる職種 

 新規入所児・者の情報をまとめる職種では、「社会福祉士」と回答した施設が 2 施設、「サ

ービス管理責任者」と回答した施設が 2 施設となった（図Ⅷ－7）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅷ－7 新規入所児者の情報をまとめる職種 

 

 

（18）新規入所児・者の情報収集時の留意点 

 新規入所児・者の情報収集時の留意点については、表Ⅷ－11のとおりとなった。 

 医療的ケアや医療的情報に関しては、6 施設すべて記載されていた。また、家族関係や生

活歴、入所に至るまでの理由など、本人や本人を取り巻く環境など、ソーシャルな面を収集

することにも留意する施設があった。 

 

表Ⅷ－11 新規入所児者の情報収集時の留意点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カテゴリー 情報収集時の留意点（自由記述） 

本人の状況 

・医療的ケア等を含む医療に関する情報 (5 件) 
・ADL 
・IADL 
・自宅や他施設での生活状況 
・コミュニケーション能力 
・行動特性、感覚受容、表現 

本人のバックグランド 
・成育歴 
・入所に至った背景や理由 (2 件) 

本人を取り巻く環境 

・家族状況 や家庭環境 (2 件) 
・医療機関との情報共有 
・児童相談所との情報共有 

その他 
・入所後の対応（面会、外出外泊など） 
・事務的手続き 

 

 
※その他：「役職者」、「コーディネーター」となる。「役職者」、「コーディネーター」ともに各施設で 

の業務上の名称である。両者とも「介護福祉士」と「保育士」の両方の資格を所有している。 

 

2

2

2

0 1 2

その他

社会福祉士

サービス管理責任者

（施設数）

(n=6)



- 74 - 
 

（19）新規入所児者の入所後の再アセスメントの時期 

 新規入所児者の入所後の再アセスメントの時期では、「入所後 1 か月」が 3 施設、「入所

後 2 か月」が 1 施設、「入所当日、適宜」が 1 施設、「入所後 6 か月」が 1 施設となった（図

Ⅷ－8）。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

図Ⅷ－8 新規入所児者の再アセスメントの時期 
 

（20）再アセスメントで留意する点 

 再アセスメントで留意する点では、6 施設とも入所前の情報との相違に留意している。情

報の相違や職員の関わり方等の対応から、職員間での情報共有する場を設けている施設が

あった（表Ⅷ－12）。 
 

表Ⅷ－12 新規入所児・者の再アセスメントの留意点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1

1

1

3

0 1 2 3 4

入所当日、適宜

入所後6か月

入所後2か月

入所後1か月

（施設数）

(n=6)

カテゴリー 再アセスメントの留意点（自由記述） 

職員個々の実践 

・入所前後の相違 (6 件) 
・個別に合わせたアセスメント 
・生活に関する意向確認 

チームによる情報共有 

・職員間で情報共有 (6 件) 
（新たな課題、身体面、関わり方、家族状況などの変更点、

不足点等） 
・全職員への情報周知 
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（21）入所児者の情報を総合的に把握している「キーパーソン」 

 入所児・者の情報を総合的に把握している「キーパーソン」は、「サービス管理責任者」

（児童発達支援管理責任者含む）と回答した施設が 3 施設、「看護師」と回答した施設が 1
施設、「その他」と回答した施設が 2 施設となった（図Ⅷ－9）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅷ－9 入所児者の情報を総合的に把握している「キーパーソン」 

 

（22）アセスメントに関する勉強会または研修会開催の有無とその内容 

 6 施設中 1 施設のみが「開催している」と回答があった。その内容は、「アセスメント手

順やその方法」、「個別支援計画の流れや評価方法」についてサービス管理責任者が主催し開

催していた。 
 
（23）事例検討会の実施の有無 

 事例検討会の実施については、「実施している」と回答した施設が 3 施設、「実施していな

い」と回答した施設が 3 施設となった（図Ⅷ－10）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅷ－10 事例検討会の実施の有無 

 
＊その他：「役職者」と回答。実務では「サービス管理者」として従事し、「介護福祉士」と 

「保育士」の両方の資格を所有している。 
＊1 施設は、サービス管理責任者と児童発達支援管理責任者と回答している。 

2

1

3

0 1 2 3 4

その他

看護師

サービス管理責任者

（施設数）

(n=6)

 

「開催している」

3施設
「開催していない」

3施設
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（24）開催頻度と開催時間 

 事例検討会を実施している 3 施設の開催頻度は、「毎月」が 1 施設、「6 か月に 1 回」が 1
施設、「年に 1 回」が 1 施設となった（表Ⅷ－14）。 
 開催時間は、「1 時間～1 時間 30 分」が 2 施設、「その他（時間の記載なし）」が 1 施設と

なった（表Ⅷ－14）。 
表Ⅷ－14 開催頻度と開催時間 

 

 

 

 

 

 

 

（25）事例検討会の参加者 

3 施設の事例検討会の参加者は、表Ⅷ－15の通りとなった。 

 

表Ⅷ－15 事例検討会の参加者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開催頻度 開催時間 

年 1 回 1 時間～1 時間 30 分 

毎月 1 時間～1 時間 30 分 

6 か月に 1 回 その他 

 

 職種 

医
師 

看
護
師 

理
学
療
法
士 

作
業
療
法
士 

言
語
聴
覚
士 

公
認
心
理
師 

保
育
士 

介
護
福
祉
士 

社
会
福
祉
士 

精
神
保
健
福
祉
士 

管
理
栄
養
士 

サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任
者 

児
童
発
達
支
援
管
理
責
任
者 

児
童
指
導
員 

そ
の
他 

3
施
設 

× ○ × × × × ○ ○ × × × × × × × 

○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

○ ○ × × × × ○ ○ ○ × × ○ × × × 
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（26）小括 

6 施設のアセスメントの実態について整理をした。特に、施設で重視しているアセスメン 
ト項目の結果は、特徴的であった。 

医療ベースにある重症児者の支援においては、医療的な情報を最も重視する傾向にあっ

た。しかしながら、医療に関する情報だけではなく、身体的な情報や活動に関する項目も挙

げられていた。 
また、各施設において、重視しているアセスメント項目の優先順位がそれぞれに異なるこ

とから、入所児者の特徴や施設機能や特徴などの要因が考えられる。本調査では、その点に

ついて、具体的な関連付けまではできていないため、今後の課題として検討していく必要が

ある。 
 アセスメント様式については、6 施設のうち 3 施設、記録媒体については、6 施設のうち

4 施設が電子カルテを使用していた。業務の効率化、最適化の観点から、今後、すべての施

設において、電子カルテの使用になることが考えられる。 
 日々の情報やアセスメントした情報等の共有については、各施設が工夫をしながら実践

していることが明らかとなった。情報共有については、実践において非常に重要であること

から、具体的に、どのように情報を分析し、共有しているのか、といったことを、さらに深

めていく必要があると考える。この点についても今後の検討課題である。 
  アセスメントに関する勉強会や研修会の開催は 1 施設のみであった。アセスメントに

特化した勉強会や研修会は難しく、実践に基づいた内容の勉強会や研修会が実施されてい

ると考える。事例検討会についても 3 施設が開催しているとの回答であった。業務が多忙

の中で、各専門職を集めての開催は難しいことも考えられる。しかしながら、事例を深める、

実践の振り返りをするには、効果的であると考える。また、その後の実践においても、各専

門職間での連携や情報共有がより深まることにもつながる。 

 以上のことから、本調査では、それぞれの設問との関連までを調査することはできなかっ 
たが、6 施設の現状把握できたことは、今後の研究をすすめていく上で貴重な資料となった。 
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Ⅸ．入所児者が望む生活の実現をより可能にしていくための取り組

みについて（自由記述） 
 施設として、入所児者が望む生活の実現をより可能にしていくために、どのような取 
り組みが必要であるかを尋ねた。その結果、「個別支援の尊重」、「地域交流」、「職員の質向 
上」、「職場環境」の 4 つに分類し、整理したのが、表Ⅸ－1 となる。 
  

表Ⅸ－1 入所児者が望む生活の実現をより可能にしていくための取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カテゴリー 自 由 記 述 

個別支援の尊重 

・本人の思いや望みに寄り添う (3 件) 
・本人のサインや反応、趣味趣向、生育歴、保護者の思い等の情報

の共有と分析 
・意思決定の尊重 
・入所児・者一人一人の尊厳を守る 
・個別活動の重要性 
・毎日の療育 
・外出機会の拡大 
・生活時間の見直し 

地域交流 

・地域交流を通した啓蒙活動 
・ボランティアとの積極的な交流と活躍の場の提供 
・施設内サービスの枠にとらわれない柔軟な取り組み 

職員の質向上 
・職員の質向上（自己研鑽や人材育成の体制整備） (2 件) 
・スタッフの意識を高めるための研修、勉強会の必要性 

職場環境 

・人手の確保 
・入所者の身体のために集団的な医療体制の必要性 
・フレキシブルな時間雇用の実現 
・多職種の共通認識と連携 
・全職員による運営方針（基本理念・基本方針）の理解 
・入所児・者個々に合った目標を共有 
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第４章 研究ミーティング 

１．研究ミーティングの概要 

（1）研究ミーティング開催の主旨 

 本研究をすすめていくにあたって、現場の皆さまからの貴重なご意見等が非常に重要

な鍵となっています。総研からの一方向ではなく、現場で実践されている皆さまとの関

係を構築しながら、双方向によって研究を積み重ねていくことを主としています。 

現場では日々の多忙な業務の中、本研究では年に 2 回の研究ミーティングを開催する

ことに致しました。 

 

（2）研究協力者の選定 

入退所の相談窓口および相談援助を実践されている方（視察時に対応して下さった方） 

 

（3）開催概要 

  ①開催日時 

  2019 年 8 月 30 日：第 1 回研究ミーティング 

2020 年 1 月 30 日：第 2 回研究ミーティング 

 

②開催場所 

 済生会保健・医療・福祉総合研究所 会議室（26 階） 

 

③研究協力者 

 済生会重症児者施設全 6 施設の代表者（各施設から 1 名選出） 
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２．第 1回 研究ミーティング開催（2019年 8月 30 日） 

２－１．検討内容 

（1）6 施設のアセスメントシートについて 
（2）施設調査票の内容について 
（3）その他 
 

２－２．検討結果 

（1）6施設のアセスメントシートについて 

・アセスメント様式は、電子カルテと施設独自で作成した様式であった。 
・アセスメント様式の活用場面については、新規入所時、個別支援計画立案時、モニタリ

ング、評価、ケースカンファレンス、情報の変更等において使用している。 
・アセスメントの実施については、職種別にアセスメントを実施している。 

 →全体の取りまとめは、サービス管理責任者および児童発達管理責任者が行っている 
 

（2）施設調査票の内容について 

 各施設からの意見（加筆修正）を以下に列挙する。 

 ・入所児者の実態について、日本重症心身障害福祉協会による全国重症心身障害児者施設

実態調査に沿った内容が適切である。 
  例）専門職の構成、主要病因分類、年齢別（年齢の区切り方）など 
・大島分類に加え、横地分類の追加 

 ・入所児の処遇（措置入所、契約入所、一時保護など） 

 ・成年後見制度について、後見人の立場は（家族か、第三者か）など 

 

（3）その他 

・施設内におけるサービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者のあり方について 

 →個別支援計画の取りまとめや調整、カンファレンス等の調整に時間を費やす 

 →現場からの業務理解が難しい 
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３．第 2回 研究ミーティング開催（2020年 1月 30 日） 

３－１．検討内容 

（1）調査結果についての意見交換 
（2）調査結果のまとめ（課題と今後の方向性） 
 

３－２．検討結果 

（1）調査結果についての意見交換 

 特徴のある結果に焦点を絞って意見交換をした。 

 「サービス種別」 

  ＊措置入所の対応について、各施設とも多くの時間を割いている 
   ・児童相談所や家族との連絡調整に多くの時間を費やす 
   ・18 歳に到達した際の移行期における様々な課題への対応 
「病因別分類」 

  ＊非常にわかりやすく、改めて参考になった 
「重視しているアセスメント項目」 

  ＊F 施設の考えは非常に学ばされた（5 施設共通） 
   ・できないこと探しばかりになりがち、個別の暮らしを捉えるようなことが重要 
  ＊回答者の職種によって、回答が異なる 
  ＊選択式の項目があると整理されやすかった。 
  ＊どうしても、身体的なこと、医療に関するところから捉えてしまう。 

→医療ベースにある重症児者であるため、仕方ないところも考えられる 
  ＊上記のことを踏まえると、「本人の意思決定支援」が非常に重要となる。 
 
（2）調査結果のまとめ 

 ①「重視しているアセスメント項目」について、6 施設が回答した優先順位 5 つの合計 30
項目を研究協力者によって整理した結果、6 つに分類し、それぞれに名称をつけた。 

＊「身体機能」：身体機能（2 件）、日常生活動作、姿勢・運動、栄養状態（2 件）、食事支

援、排泄 
＊「医療」：医療的情報（3 件）、医療的ケア、身体状況（健康状態）、神経症状、皮膚状態 
＊「生活」：日中活動（2 件）、日常生活、社会参加、安全管理 
＊「個性」：プロフィール、コミュニケーション、生活状況や環境、五感、成育歴 
＊「本人の思い」：本人の願い、本人及び家族の要望や希望、好きなこと 
＊「地域連携」：外部機関との連携、家族に関すること 
 
② ICF の概念図を用いて、6 施設が回答した優先順位 5 つの合計 30 を研究協力者によっ

て分類した。 
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第５章 考察 

 本章では、（1）「専門職の構成」、（2）「施設の事業実態」、（3）「入所児者の実態」、（4）「ア

セスメントの実態」の 4 つについて、それぞれ考察をする。 

（1）専門職の構成 

専門職の構成では、「看護職」が最も高い割合となった。また、医師やリハビリ職を含め

て「医療職」としてみてみると、全体の 6 割強、保育士、介護福祉士、社会福祉士の「福祉

職」では全体の 2 割程度となった。勤務形態では、常勤職員の割合が多く、7 割から 9 割弱

となっている。また、済生会での勤続年数では、新人から中堅、ベテランとバランスのとれ

た配置となっている。 

このように、多くの専門職が配置されているのは、病院の機能と福祉施設としての機能を

併せ持った重症児者施設特有であると言える。そうした中で、入所児者を支援していく際に

は、各専門職の高度な専門性が求められると同時に多職種間による連携や情報共有がとて

も重要になると考える。 

 多くの専門職が配置される中、各施設では、どのような連携を図り、どのような方法で情

報共有しているか、など、さらに深めていくことが必要と考える。 

 

（2）施設の事業実態 

 6 施設とも入所支援以外にも、在宅サービス事業を展開していた。特に、在宅生活の大き

な柱である短期入所事業は、6 施設全てにおいて事業展開をしており、地域で暮らす重症児

者やその家族への対応も行っていることがみてとれる。しかしながら、重症児者が利用でき

る短期入所の事業者数は限られていることに加え、利用児者数も多く、利用待機となってい

る実態など様々な課題も見受けられる 17-20)。6 施設においても、すべてのニーズに対応でき

ないケースもあるため、今後の検討課題ともいえる。 

 

（3）入所児者の実態 

 本項では、全体的な考察ではなく、それぞれの設問項目で考察をしていく。 

① 男女の割合 

6 施設全体における男女の割合では、「男性」が 53.6％（226 人）、「女性」が 46.4％（196

人）となった。三上らが全国の公法人立重症児施設に入所している大島分類 1～4 に属する

重症児者の男女の性別と年齢を 35年間にわたる横断的実態と経年推移を明らかにしている

21)。その調査結果によると、平均で「男性」が約 55％、「女性」が約 45％となっており、全

国平均と差がないことが明らかとなった。 



- 83 - 
 

② 年齢 

6 施設全体における年齢別では、「41～50 歳」が 21.1％（89 人）が最も多く、次いで「51

～60 歳」が 17.3％（73 人）、「31～40 歳」が 16.1％（68 人）となった。また、6 施設それ

ぞれの入所児者の平均年齢については、20 歳代～40 歳代となっている。 

この結果について、三上らの調査結果によると 21)、年齢分布では、2010 年頃には分布が

左右対称となり、おおむね正規分布の形を示したと報告している。さらに、全国調査におけ

る全入所者の年齢の中央値は、調査開始当初の 1979 年度は 16.1 歳であったが、35 年後の  

2013 年度で 38.1 歳となり、増加率は 10 年で 6.5 歳と報告しており、6 施設それぞれの 

入所児者の平均年齢に大きな差がないことが明らかとなった。 

③ 入所期間 

 入所期間については、長期化している傾向にあることから、入所児者の状態や家庭環境の

要因から地域での生活が困難であることが伺える。また、三上らの調査報告から、年齢の経

年変化から、全国調査における全入所者の継続入所者が高齢化していったことを報告して

いる 21)。つまり、入所している期間が長ければ、その分、年齢も年に 1 歳ずつ上がること

から、継続入所者が高齢化していったとみられる。平均年齢が低い施設は、入所児者の在所

期間も短いことがみてとれる。 

④ サービス種別 

サービス種別では、「措置」に着目をしてみる。その背景には、近年の児童虐待の増加に

よる措置 11,22)や医療の進歩により、人工呼吸器や胃ろう等を使用し、たん吸引や経管栄養

などの医療的ケアの必要性に伴った介護負担の増大 6,7)などが考えられる。6 施設における

措置入所の割合については、全国調査によるデータがないため比較することはできないが、

済生会だからこそ高い割合になっているのではないかとも考えられる。今後も措置入所に

よる相談等の増加も考えられ、地域において、益々、重症児者施設が貴重な社会資源になる

と考えられる。 

⑤ 主要病因分類 

 主要病因分類については、新版重症心身障害マニュアルによると 23)、出生前要因、周産

期要因、出生後要因が 4 割、3 割であり、6 施設では、3 割、4 割、3 割で、大きな差はなか

った。また、主要原因については、全国調査と 6 施設では、低酸素または仮死などの分娩異

常が最も高い割合であった。2 番目に高い割合が、全国調査では、特殊型、その他の出生前

原因で、6 施設では脳外傷の出生後の要因であった。済生会の 6 施設では、2 番目に高い割

合である脳外傷が、先述した「措置」入所の割合と関連性があるのではないかと推察される。 
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⑥ 新規入所児者の実態 

 平成 28 年度から平成 30 年度の 3 年間の新規入所児者の実態では、「41 歳～50 歳未満」

が 18.1％（21 人）、次いで「21 歳～30 歳未満」、「51 歳～60 歳未満」がそれぞれ 17.2％（20

人）、「0 歳～6 歳未満」の乳幼児の割合が 16.4％（19 人）となり、乳幼児の入所が高い割

合となっていることが明らかとなった。この点について、三上らの調査結果によると 21)、

新規入所児者の年齢増加率は 10 年間で 3.8 歳となり、2013 年度の中央値は 22 歳であり、

継続入所の人に比べて、相対的に低い年齢の人が新規で入所し続けていることを報告して

いる。本調査結果においても低年齢の新規入所の増加と合致している。 

 低年齢の入所の増加について、本調査では、入所までの経緯や関連等までを調査すること

ができていない。しかしながらが、例えば、入所理由では「在宅移行困難」が全体の 2 番目

に多く（12 人）、入所前の生活の場では、「病院（小児科病棟）」や「病院（ICU）」、「乳児

院」が 15 人となっており、何らかの要因で在宅生活ができず、施設入所に至っているので

はないかと関連付けられる。 

そのため、今後は新規に入所する人の経緯等を精査していくことが必要ではないかと考

える。 

さらに、相談経路については、児童相談所からの相談が多くあった。病院の相談窓口であ

る MSW や地域連携室などからの相談が少なかった。この点については、本来であれば、

MSW 等が退院調整等を担うのだが、虐待や養育困難等による事例から児童相談所の割合が

高かったのではないかと考える。引き続き、児童相談所との連携や連絡・調整は十分に行っ

ていく必要がある。また、病院の MSW との連携も必要不可欠であると考える。 

 21 歳以降の成人の方の入所については、先行研究でも明らかにされているように 24,25)、

おそらく介護者の介護負担増や本人の重度化・重症化の理由による入所が多いものと考え

られる。 

 人工呼吸器装着児者の受入れについては、短期入所との兼ね合いを考えている施設がほ

とんどであり、在宅支援も視野に入れた施設運営を考えていることがみてとれる。 

 今後、新規入所児者の状態像や入所理由などのプロセス、入所待機児者の状態像や入所理

由等も含めて、詳細な分析をすることが必要と考える。それによって、今後の重症児者施設

のあり方について検討できる材料の一つになると考える。 

⑦ 退所児者の実態 

平成 28 年度から平成 30 年度の 3 年間の退所児者の実態では、「21～30 歳未満」と「51

～60 歳未満」が最も多かった。18 歳未満の入所児者よりも、18 歳以上の入所者の退所が

多いことが明らかとなった。 
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退所理由のほとんどが「死亡退所」であった。しかし、死亡場所までは本調査で聞くこと

ができていないため、詳細は不明である。しかしながら、後述するが、看取りの件数から考

えると、ほとんどが病院での死亡退所であることが考えられる。 

また、死亡原因については、本調査では明らかにしていないが、新版重症心身障害マニュ

アルによると 26)、死亡原因の 1 位は「肺炎・気管支炎」で 32.6％と最も多く、次いで、「そ

のほかの呼吸器疾患」が 16.0％、「心不全」が 15.0％となっている。経年的にみると、「肺

炎・気管支炎」や「そのほかの呼吸器疾患」は 1980 年代からみると減少傾向にあり、「突

然死」や「敗血症」、「悪性腫瘍」、「腎不全」は近年、増加傾向にある 13)。 

病院の機能と施設の機能を併せ持つ重症児者施設であるが、今後は重症児者施設で看る

ことができない理由や要因についても明らかにし、詳細な分析をしていくことが必要であ

ると考える。 

⑧ 看取り 

 看取りについては、高齢者施設（特別養護老人ホーム）のように、重症児者施設では加算

を取得できる制度はないが、看取りを実践していることが明らかとなった。 

 特に、看取り実践の課題にもあるように、本人の意思確認等が困難であることが挙げられ

たように、言葉による意思疎通が困難である入所児者の意思確認や意思決定をどのように

しているか、看取りのプロセスについて深めていく必要があると考える。 

 このことは、普段からの職員の入所児者に対するアセスメントが十分にできていること

やコミュニケーション、さらには互いの関係性の構築に深く関わっているものと思われる。 

現在、高齢者施設（特別養護老人ホーム）における看取りは、大きなテーマとなっている。

重症児者施設においても、それは重要なテーマであると考える。そのため、今後は、各事例

についての分析を深め、課題を抽出し、重症児者施設における看取りのあり方について検討

していきたいと考える。 

⑨ 成年後見制度 

成年後見人について、後見人が「父母」の割合が高くなっている。親亡き後の生活につい

ては、様々な課題を抱えており、特に、「医療同意」については 6 施設共通して喫緊の課題

であった。この点については、日本重症心身障害学会誌 40 巻 1 号（p.67-76）にて、報告さ

れているので、参照されたい 27-31)。 

 

（4）アセスメントの実態 

6 施設のアセスメントの実態について整理をした。特に、施設で重視しているアセスメン 

ト項目の結果は、特徴的であった。 
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 医療に関する項目を最も重視している施設が 6 施設中 4 施設となった。しかしながら、

その 4 施設の結果をみてみると、医療に関する項目ばかりを重視しているのではなく、身

体的機能などの ADL 面も重視していることが明らかとなった。この結果については、第 2

回研究ミーティングで整理した結果からもうかがえる（第 4 章）。1 施設のみは、本人の願

いや好きなことなどを重視しており、他の 5 施設との違いが見受けられた。全体的には、入

所児者の思いや特性等の入所児者本人のもつ固有の特性に関する項目よりも医療や身体機

能に関する項目が多くみうけられた。 

この結果から、施設で重視しているアセスメント項目では、医療的ケアや日常生活動作、

身体機能など日々のケアや療育等において必要不可欠な情報が重視されている傾向となっ

た。その背景として、専門職の構成や入所児者の特徴、施設のもつ機能や特徴、地域性、回

答者の属性（専門職）などが考えられる。 

 アセスメント様式については、6 施設のうち 3 施設が、記録媒体については、6 施設のう

ち 4 施設が電子カルテを使用していた。業務の効率化、最適化の観点から、今後、すべての

施設において、電子カルテの使用になることが考えられる。 

 日々の情報やアセスメントした情報等の共有については、各施設において工夫をしなが

ら実践していることが明らかとなった。多くの専門職が配置され、多岐にわたった支援が求

められる重症児者施設において、職員間の情報共有は、入所児者の支援において非常に重要

である。 

 アセスメントに関する勉強会や研修会の開催は 1 施設のみであった。アセスメントに特

化した勉強会や研修会よりも、実践に基づいた内容の勉強会や研修会が実施されているの

ではないかと考える。事例検討会についても 3 施設が開催しているとの回答であった。事

例を深める、実践の振り返りをすることによって、さらによりよい支援が可能となる。また、

その後の実践においても、各専門職間での連携や情報共有がより深まることにもつながる。 

入所児者が望む生活の実現をより可能にしていくために、どのような取り組みが必要で

あるかを尋ねた結果、「本人の思いや望みに寄り添う」、「本人のサインや反応、趣味趣向、

生育歴、保護者の思い等の情報の共有と分析」、「意思決定の尊重」、「入所児・者一人一人の

尊厳を守る」、「個別活動の重要性」など、個別性に関する記述が多く回答されていた。 

このことから、職員の入所児者本人の思いに寄り添い、望むケアや生活の実現に向けた支

援をしたいという思いと日々の業務との現実との狭間でジレンマや葛藤を生じていること

がよみとれる。つまり、6 施設とも入所児者の個別支援の必要性については、重要な位置づ

けとしていることが示唆されたと言える。 
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以上のことを踏まえ、アセスメントの実態から考えられる今後の課題として、（1）入所児

者個々の尊厳を保ち、これまで以上に個別性を重視することの必要性、（2）地域にある社会

資源とのつながりをより構築することの必要性、（3）職員間における情報共有の仕組みづく

りの必要性、の 3 つが考えられる。 
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第６章 まとめ 

本研究は済生会の重症児者施設全 6 施設を対象とした調査であり、限定的であった。そ

のため、すべての重症児者施設に反映するものではない。これまでの考察を踏まえ、入所児

者の望む生活の実現を目指した支援に向けて、今後の研究課題について提示したい。 

（1）重症児者施設における入退所の現状と課題 

（2）入所児者本人の特性を軸にしたアセスメントシートの作成 

（3）情報共有におけるプロセスの検討 

 

（1）重症児者施設における入退所の現状と課題 

入所児者の実態から、入退所の実態は特徴的であった。 

過去 3 年間の新規入所の実態では、「0～6 歳未満」の乳幼児の新規入所が全体の 16.4％

（19 人）となった。また、近年の児童虐待の増加から、虐待（疑いを含む）による入所相

談等も増加している。さらに、入所前の生活の場として、病院（小児科病棟や NICU）も 14

人と 2 番目に多い場所（その他を除く）となっている。本調査では、それぞれの設問項目の

関連性までは聞き取れていない。 

このことから、今後、新規入所児者の状態像や入所に至るまでのプロセス、入所を断った

事例、入所待機児者の状態像や入所理由等も含めた現状分析をしていきたいと考える。そし

て、新規入所児者の受入れにあたっての課題を抽出し、課題解決に向けた方策の提案につな

がると考える。 

 退所については、退所理由の大半が「死亡退所」となっている。本調査では死亡場所まで

は明らかにできていない。新規入所と同様に退所プロセス、退所要因、病院の機能と施設の

機能を併せ持つ重症児者施設であるが、重症児者施設で看ることができない理由や要因等

の現状分析、特に、その際における入所児者の意思決定支援について、各施設ではどのよう

にしているかを明らかにしていきたいと考える。そのことは、入所児者の看取りにも関連す

るものとと考える。 

以上のことから、重症児者施設における入退所の現状と課題を明らかにすることは、地域

や在宅で生活を継続している重症児者およびその家族の支えの一つに貢献できると考える。

また、看取り支援や本人の望む暮らしの実現に向けた支援における検討材料の一つになる

と考える。 
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（2）入所児者本人の特性を軸にしたアセスメントシートの作成 

本調査でも明らかになったように、施設で重視しているアセスメント項目では、医療や身

体機能に関する項目が多く挙げられていた。こうした日々のケアや療育に関する項目は、職

員間でも十分に把握され、理解が深められていると考える。一方で、入所児者がもつ固有の

特性についても十分に把握され、理解を深めていると思われる。この入所児者の持つ固有の

特性を踏まえて、本人の望むケアや療育を実施することによって、さらによりよい支援につ

ながるものと考える。さらに、入所児者の多くは、言葉による意思疎通が困難であり、表情

やしぐさ、体の動き、それに伴う心拍数や呼吸回数など、様々な情報を基に入所児者の状態

等を読みとることが求められる。 

これらのことから、入所児者の理解をより深めていくためには、入所児者本人のもつ固有

の情報（例えば、入所児者本人の強みや特性、表出できるサインや反応、趣味趣向、コミュ

ニケーション方法や手段など）を重視し、それをいかに引き出していくことができるか、が

重要となる。 

そこで、入所児者本人の個別性を重視することを主目的として、それらのツールとして、

入所児者の特性を軸にしたアセスメントシートの作成を開発することが必要と考える。そ

して、それは 6 施設統一の様式であること、実践現場で活用できる様式を開発していきた

いと考える。 

 

（3）情報共有におけるプロセスの検討 

重症児者施設には、多くの専門職が配置されている。また、支援を通して、日々の情報も

多岐にわたる。そのため、職員が入所児者の情報をどれだけ収集でき、どの程度深められ、

職員間でどの程度共有できているか、が重要となる。特に、会議やカンファレンス等で行わ

れる情報共有には、時間等の制約もあり、限られた情報にとどまってしまうこともある。そ

うした、あらかじめ設定された場面での情報共有よりも、普段の生活場面、例えば、ケアや

療育場面、記録時における職員同士の何気ない会話や家族との立ち話しなど、といったよう

な場面での情報の方が貴重かつ重要な情報であることも多いのではないだろうか。 

あらかじめ設定されていない場面での情報について、どのように収集し、その収集した情

報を、どのように職員間で共有し、そして分析しているのか、情報の入り方から共有、分析

に至るまでのプロセスを検討し、情報共有の仕組みづくりを提案していきたいと考える。そ

のことは、入所児の貴重かつ重要な情報を実践場面で活用できることは、よりよい支援とな

り、望む生活の実現にもつながると考える。済生会医学・福祉共同研究において、情報共有

に関する研究が報告されており 32,33)。それを軸に研究をすすめていきたい。 
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済生会の重症心身障害児（者）施設およびアセスメントの実態に 

関する調査 
 

【ご回答のお願い】 

この施設調査は、重症心身障害児（者）施設およびアセスメントの実態について、 

サービス管理責任者または児童発達支援管理責任者に、ご回答をお願いします。 

 

【調査概要】 

重症心身障害児（者）施設（以下、「重症児者施設」）では、乳幼児から高齢者まで 

幅広い年齢層に加え、医療的な支援を必要とする重症心身障害児・者（以下、「入所児・

者」）が増加しています。また、入所児・者のほとんどは言葉による意思疎通が難しい

ため、表情やしぐさなどの細かな変化や反応をよみとることが必要となります。このよ

うな現状から、重症児者施設では入所児・者の多岐にわたった支援として、入所児・者

一人一人の詳細な情報を捉え、理解を深めることが求められています。そこで、重要な

鍵となるのが、入所児者のアセスメントであると考えます。 
本調査では、済生会重症児者施設 6 施設の入所児・者の実態およびアセスメントの現

状を明らかにし、調査結果から抽出された課題に対する方策を検討します。 
 

【個人情報保護】 

本調査は、済生会保健・医療・福祉総合研究所の倫理委員会によって承認されていま

す。本調査の回答につきましては、済生会保健・医療・福祉総合研究所内にて厳重に管

理をします。 
また、本研究の目的以外に使用することは一切ありません。本調査で得られた結果や

分析等は、報告書に取りまとめ本会ホームページ上で公開するとともに、専門の学術学

会または学術雑誌等においても公表いたします。その際、施設名や個人に関する情報が

公開または特定されることが一切ないように匿名化に配慮します。 
調査協力の同意については、調査票の提出をもって同意したものとみなします。 
 
調査についてご質問等ある場合、お手数ですが、下記までご連絡ください。 
ご協力のほど、どうぞよろしくお願いいたします。 
 

令和元年 10 月 16 日 
 

                 【本調査に関する問い合わせ先】 

                 社会福祉法人
恩賜
財団済生会 

済生会保健・医療・福祉総合研究所 
                      研究員 吉田護昭 

 

〒108-0073   
東京都港区三田 1-4-28  三田国際ビル 26階 
TEL：03-3454-3315  FAX：03-3454-5022 
Email：m.yoshida@saiseikai.or.jp 

 
 
 

ご回答者 

 

 

 
施設名： 氏名： 

mailto:m.yoshida@saiseikai.or.jp
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Ⅰ．貴施設の専門職の構成についてお尋ねします。 
 

（１）貴施設の専門職
．．．

数について、下記の表に実数を記入して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職種 常勤 非常勤 兼務 

（ア） 

医師 

小児科    

精神神経科    

整形外科    

内科    

外科    

その他（      ）    

（イ）歯科医師    

（ウ）理学療法士    

（エ）作業療法士    

（オ）言語聴覚士    

（カ）公認心理師（臨床心理士）    

（キ）薬剤師    

（ク）検査技師    

（ケ）放射線技師    

（コ）看護師    

（サ）准看護師    

（シ）保育士    

（ス）介護福祉士    

（セ）社会福祉士    

（ソ）精神保健福祉士    

（タ）管理栄養士    

（チ）その他（上記以外）    

合 計    

「（チ）その他（上記以外）」があれば下記の枠内に記入して下さい。 

 

（人） 

 

全設問の回答につきましては、「平成３１年４月１日時点」での記入をお願い致します。 

長期入所の重症心身障害児・者（以下、「入所児・者」とする）を対象とします。 

※本調査における長期入所とは、「入所 1年以上」とします。 

 

【本調査の回答について】 
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（２）貴施設におけるサービス管理責任者および児童発達支援管理責任者の実数と職

種について、教えて下さい。 

※職種欄の記入については、（１）の表（ア）～（チ）の記号を記入して下さい。 

記入例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

（３）（１）の（ア）～（タ）における専門職の性別の構成を教えて下さい。 

※「（チ）その他（上記以外）」は除きます。 

 

 
① 男性        人   ② 女性        人 

 
 

 

（４）（１）の（ア）～（タ）における専門職の、済生会での勤続年数を教えて下さい。 

※「（チ）その他（上記以外）」は除きます。 

 

 

 

 

  

1 年未満 1～3 年 
未満 

3～5 年 
未満 

5～10 年

未満 
10～15 年

未満 
15～20 年

未満 
20～30 年

未満 
30 年 
以上 

        

 

 職種と人数 

サービス管理責任者 
（コ）－1 

（ス）－1 

児童発達支援管理責任者 （セ）－1 

児童指導員 （ス）－1 

合 計 4 

 

 職種と人数 

サービス管理責任者 

 

 

 

児童発達支援管理責任者 

 

 

 

児童指導員 

 

 

 

合 計  

 

（人） 

（人） 

（人） 
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Ⅱ．貴施設の事業についてお尋ねします。 
 

（１）施設の入所定員・利用者数（実人数）を教えて下さい。 

 

 

① 入所定員       人   ② 入所利用者数（実人数）      人 
 

 

（２）貴施設で実施している在宅サービス事業について、（ア）～（テ）のうち、 

あてはまるものすべてに〇を付けて下さい。また、実施している事業の定員 

と延べ人数も記入して下さい。 

＊家族会の会員数および年間の開催回数についても記入して下さい。 

＊延べ人数は、平成 30年度の１年間の合計数とする 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業名 定員数 延べ人数 

訪
問
系 

（ア）居宅介護   

（イ）重度訪問介護   

（ウ）同行援護   

（エ）行動援護   

（オ）重度障害者等包括支援   

日
中
活
動
系 

（カ）生活介護   

（キ）短期入所   

相

談

系 

（ク）計画相談支援    

（ケ）障害児相談支援     

（コ）地域移行支援   

（サ）地域定着支援   

（シ）児童発達支援    

障
害
児
通
所
支
援 

（ス）医療型児童発達支援    

（セ）放課後等デイサービス   

（ソ）居宅訪問型児童発達支援   

（タ）保育所等訪問支援   

そ

の

他 

（チ）就労系サービス   

（ツ）訓練系サービス   

（テ）地域生活支援事業のサービス   

家族会【会員数：     人】   

開催回数/年：    回/年 
  

 

 

 



- 102 - 
 

（３）過去 3年間（平成 28年度～平成 30 年度）において、貴施設が実施している在宅

サービス事業のうち、最も利用率が高かった事業は何ですか。 

（２）の（ア）～（テ）のうち、1つを選択し、下記の枠に記入して下さい。 

 
記号 

 

 
（４）（３）で選択した事業について、貴施設での対応はどうですか。 

 

 

 
 

（４）’「３．あまり対応できていない」、「４．全く対応できていない」を回答した施

設にお聞きします。その理由をお聞かせ下さい。 

 

 

 

 

 

 
（５）今後、貴施設では、（２）の（ア）～（テ）の在宅サービス事業のどれかを事業

展開する予定はありますか。事業展開する予定があれば、下記に記号を記入して

下さい。（複数回答可） 

 
記号 

 

 
（６）貴施設において、地域や本人、家族のニーズに対して、さらに応えるために必要

なサービスや社会資源があれば、教えて下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

１．十分に対応できている     ３．あまり対応できていない 

２．対応できている        ４．全く対応できていない 
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Ⅲ．貴施設の入所児・者についてお尋ねします。 
 

（１）貴施設の「サービス種別」についてお尋ねします。以下の表に実数を記入して 

下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

（２）貴施設の入所者の「障害支援区分の内訳」について、お尋ねします。以下の表に

実数を記入して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）－①「その他」があるの場合は、障害程度区分とその実数を下記の枠内に 

記入して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人） 
障害支援区分

/性別 
区分 6 区分 5 その他 合計 

男     

女     

 

（人） 

サービス

種別 

年

齢

/

性

別 

0 
～ 
2
歳 

3 
～ 
5
歳 

6 
～ 
8
歳 

9 
～ 
11
歳 

12
～ 
14
歳 

15
～ 
17
歳 

18
～ 
20
歳 

21
～ 
25
歳 

26
～ 
30
歳 

31
～

35
歳 

36
～

40
歳 

41
～

45
歳 

46 
～

50
歳 

51
～

55
歳 

56 
～

60
歳 

61 
～

64
歳 

65
歳

以

上 

合

計 

措置 
男                   

女                   

医療型障

害児 

(重症児) 

男                   

女                   

療養介護 
男                   

女                   

合 計 
男                   

女                   

 

【記入例】区分 4：2人  

区分 3：1人 
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（３）入所児・者の「医療的ケア」についてお尋ねします。以下の表に、実数を記入し

て下さい。 

※ 医療的ケアとは、たん吸引、経管栄養、導尿、呼吸管理などの生活支援のために行う行為。 

※（重複する医療的ケアも実数としてカウントして下さい） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療的ケア 

年

齢

/

性

別 

0 
～ 
2
歳 

3 
～ 
5
歳 

6 
～ 
8
歳 

9 
～ 
11
歳 

12
～ 
14
歳 

15
～ 
17
歳 

18
～ 
20
歳 

21
～ 
25
歳 

26
～ 
30
歳 

31
～

35
歳 

36
～

40
歳 

41
～

45
歳 

46 
～

50
歳 

51
～

55
歳 

56 
～

60
歳 

61 
～

64
歳 

65
歳

以

上 

合

計 

人工呼吸器 
男                   

女                   

気管内挿管 

・気管切開 

男                   

女                   

鼻咽頭エア

ウエイ 

男                   

女                   

酸素吸入 
男                   

女                   

たん吸引 
男                   

女                   

ネブライザ― 
男                   

女                   

中心栄養静

脈（IVH） 

男                   

女                   

経管栄養 
男                   

女                   

腸瘻・腸管

栄養 

男                   

女                   

定期導尿 
男                   

女                   

人工肛門 
男                   

女                   

合計 
男                   

女                   

 

（人） 
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（４）貴施設の入所児・者の状態について、「大島分類」で該当する箇所に実数を 

を記入して下さい。 

「大島分類」          （IQ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）貴施設の入所児・者の状態について、「横地分類」で該当する箇所に実数を 

を記入して下さい。 

「横地分類」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21 
 

  名 

22 
 

  名 

23 
 

  名 

24 
 

  名 

25 
 

  名 

70 

20 
 

  名 

13 
 

  名 

14 
 

  名 

15 
 

  名 

16 
 

  名 

50 

19 
 

  名 

12 
 

  名 

7 
 

  名 

8 
 

  名 

9 
 

  名 

35 

18 
 

  名 

11 
 

  名 

6 
 

  名 

3 
 

  名 

4 
 

  名 

20 

17 
 

  名 

10 
 

  名 

5 
 

  名 

2 
 

  名 

1 
 

  名 

0 

    走れる   歩ける      歩行障害   座れる   寝たきり 

E6 

 
名 

E5 
 

名 

E4 
 

名 

E3 
 

名 

E2 
 

名 

E1 
 

名 

 

簡単な計算可 

D6 
 

名 

D5 
名 

D4 
名 

D3 
 

名 

D2 
 

名 

D1 
 

名 

 

簡単な文字・

数字の理解可 

C6 
 

名 

C5 
 

名 

C4 
 

名 

C3 
 

名 

C2 
 

名 

C1 
 

名 

 

簡単な色・数

の理解可 

B6 
 

名 

B5 
 

名 

B4 
 

名 

B3 
 

名 

B2 
 

名 

B1 
 

名 

 

簡単な言語理

解可 

A6 
 

名 

A5 
 

名 

A4 
 

名 

A3 
 

名 

A2 
 

名 

A1 
 

名 

 

言語理解不可 

 戸外歩行可  室内歩行可  室内移動可  座位保持可 寝返り可  寝返り不可 

 ＜知的発達＞ 

 ＜移動機能＞ 
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（６）貴施設における「超重症児・者」および「準超重症児・者」についてお尋ねし 

ます。以下の表に実数を記入して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）貴施設における入所児・者の「主要病因分類」についてお尋ねします。それぞれ

の時期（出生前の原因、出生時・新生児期の原因、周生期以後の原因）について、

各表に実数を記入して下さい。 

 

（７）－①「出生前の原因」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 年

齢

/

性

別 

0 
～ 
2
歳 

3 
～ 
5
歳 

6 
～ 
8
歳 

9 
～ 
11
歳 

12
～ 
14
歳 

15
～ 
17
歳 

18
～ 
20
歳 

21
～ 
25
歳 

26
～ 
30
歳 

31
～

35
歳 

36
～

40
歳 

41
～

45
歳 

46 
～

50
歳 

51
～

55
歳 

56 
～

60
歳 

61 
～

64
歳 

65
歳

以

上 

合

計 

超 重 症

児・者 

男                
 

  

女                
 

  

準 超 重

症児・者 

男                
 

  

女                
 

  

合計 

男                
 

  

女                
 

  

 

（人） 

（人） 
原

因 
感染・中毒 代謝異常 

母体の

疾患 

不明の出生前の 

要因 

染色体

異常 

特殊型 

その他 

障
害
内
容/

重
症
児
分
類 

先
天
性
風
疹 

先
天
性
梅
毒 

先
天
性
ト
キ
ソ
プ
ラ
ズ
マ
症 

そ
の
他
の
感
染
・
中
毒 

糖
質
代
謝
障
害 

ア
ミ
ノ
酸
代
謝
障
害 

脂
肪
代
謝
障
害 

プ
リ
ン
代
謝
障
害 

そ
の
他
の
代
謝
障
害 

妊
娠
中
毒
症 

そ
の
他
の
母
体
の
疾
患
に
よ
る
も
の 

原
発
性
小
頭
症
ま
た
は
狭
頭
症 

水
頭
症 

神
経
皮
膚
症
候
群 

変
性
症
候
群 

ダ
ウ
ン
症
候
群 

そ
の
他
の
染
色
体
異
常 

血
管
障
害 

そ
の
他
の
不
明
の
も
の 

Ⅰ

型 
                   

Ⅱ

型 
                   

Ⅲ

型 
                   

Ⅳ

型 
                   

小

計 
                   

合

計 
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（７）－②「出生時・新生児期の原因」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

（７）－③「周生期以後の原因」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

原

因 
分娩異常 新生児期の異常 その他 

障
害
内
容/

重
症
児
分
類 

機
械
的
損
傷
に
よ
る
脳
障
害 

低
酸
素
症
ま
た
は
仮
死 

そ
の
他
の
分
娩
異
常
に
よ
る
も
の 

低
体
重
児
（A

FD

ま
た
はL

F
D

） 

低
出
生
体
重
児
（S

F
D

） 

高
ビ
リ
ル
ビ
ン
血
症 

感
染
症
に
起
因
す
る
脳
損
傷 

新
生
児
痙
攣 

そ
の
他
の
新
生
児
異
常 

血
管
障
害 

そ
の
他
の
不
明
の
も
の 

Ⅰ

型 
           

Ⅱ

型 
           

Ⅲ

型 
           

Ⅳ

型 
           

小

計 
           

合

計 
 

 
 
原

因 
外因性障害 症候性障害 その他 

障
害
内
容/

重
症
児
分
類 

髄
膜
炎
・
脳
症 

脳
外
傷 

中
毒
性
脳
症 

予
防
接
種
に
よ
る
脳
炎
・
脳
症 

そ
の
他
の
外
因
に
よ
る
も
の 

血
管
障
害 

て
ん
か
ん 

頭
蓋
内
腫
瘍 

脳
症 

精
神
障
害
に
よ
る
発
達
遅
滞 

そ
の
他
の
症
候
性
障
害 

環
境
因
子
に
よ
る
発
達
遅
滞 

そ
の
他 

Ⅰ

型 
             

Ⅱ

型 
             

Ⅲ

型 
             

Ⅳ

型 
             

小

計 
             

合

計 
 

 

（人） 

（人） 
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（８）貴施設における「入所児・者の在所期間（これまでの他施設での入所期間も含め）」 

についてお尋ねします。以下の表に実数を記入して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

（９）貴施設における「入所児・者の平均年齢」と「最少年齢」、「最高年齢」について

お尋ねします。以下に実数を記入して下さい。 

 

（９）－① 平均年齢（小数第一位まで） 

 

 

男性      歳      女性      歳 

 

 

 

 

（９）－② 最少年齢と最高年齢 

 

 

最少年齢      歳     最高年齢      歳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

5 年 
未満 

5～15 
年未満 

15～20 
年未満 

20～25 
年未満 

25～30 
年未満 

30～35 
年未満 

30～40 
年未満 

40～45 
年未満 

45～50
年未満 

50 年 
以上 

          

 

（人） 
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Ⅳ．新規入所児・者についてお尋ねします。 

（１）過去 3 年間（平成 28 年度～平成 30 年度）の長期入所における「新規入所児・

者」の実績について、以下の表に実数を記入して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）（１）の実績において、入所前の「生活の場」について、実数を記入して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）－①「サ．その他」があれば、その詳細を記入して下さい。 

 

 

 

 

 

 

（人） 

年度 

年

齢

/

性

別 

0 
～ 
2
歳 

3 
～ 
5
歳 

6 
～ 
8
歳 

9 
～ 
11
歳 

12
～ 
14
歳 

15
～ 
17
歳 

18
～ 
20
歳 

21
～ 
25
歳 

26
～ 
30
歳 

31
～

35
歳 

36
～

40
歳 

41
～

45
歳 

46 
～

50
歳 

51
～

55
歳 

56 
～

60
歳 

61 
～

64
歳 

65
歳

以

上 

合

計 

平成 28年度 

男                
 

  

女                
 

  

平成 29年度 

男                
 

  

女                
 

  

平成 30年度 

男                
 

  

女                
 

  

 

（ア）自宅・アパート等 

  （親族と同居） 
 （キ）障害者支援施設  

（イ）自宅・アパート等 

  （単身） 
 

（ク）障害児入所施設 

（医療型） 
 

（ウ）病院（小児科病棟）  
（ケ）障害児入所施設 

（福祉型） 
 

（エ）病院（NICU）  （コ）グループホーム  

（オ）病院（療養型）  （サ）その他  

（カ）乳児院    

 

（人） 
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（３）（１）の実績において、「入所理由」について、実数を記入して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）－①「ケ．その他」があれば、その詳細を記入して下さい。 

 

 

 

 

 

 

（４）（１）の実績において、「相談経路」について、実数を記入して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）－①「カ．その他」があれば、その詳細を記入して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア）障害児・者の重度・ 

重症化 
 （カ）在宅移行困難  

（イ）介護者の高齢化  
（キ）他の家族の育児

や介護 
 

（ウ）介護者の病気等  （ク）虐待  

（エ）家族構成の変化 

  （離婚や死亡など） 
 （ケ）その他  

（オ）医療的ケアの追加に

よる在宅介護困難 
   

  

（人） 

 

（ア）家族（親族）  
（エ）医療機関 

（地域連携室） 
 

（イ）行政機関  （オ）相談支援事業所  

（ウ）児童相談所  （カ）その他  

  

（人） 
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（５）貴施設において、長期入所における入所待機児・者を管理していますか。 

 

 

（６）貴施設の長期入所の「入所待機児・者」は何人ですか。 

 

                人 

 

（７）「入所待機児・者の内訳」についてお尋ねします。以下の表に実数を記入して下

さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 
（８）貴施設では、どのように入所待機児・者を管理していますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）貴施設において、人工呼吸器装着児・者の受入れの制限をしていますか。 

 

 

「１．制限している」と回答した施設⇒設問（１０）を回答して下さい。 

（１０）その理由について教えて下さい。 

 

 

 

 

 

 

１．制限している     ２．制限していない 

（人） 
 年

齢/

性

別 

0 
～ 
2
歳 

3 
～ 
5
歳 

6 
～ 
8
歳 

9 
～ 
11
歳 

12
～ 
14
歳 

15
～ 
17
歳 

18
～ 
20
歳 

21
～ 
25
歳 

26
～ 
30
歳 

31
～

35
歳 

36
～

40
歳 

41
～

45
歳 

46 
～

50
歳 

51
～

55
歳 

56 
～

60
歳 

61
～

64
歳 

65
歳

以

上 

合

計 

入 所 待 機

児・者 

男                   

女                   

合計                   

 

 

 

 

１．はい     ２．いいえ 
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＜全施設回答＞設問（１１） 
 

（１１）今後、貴施設において、人工呼吸器装着児・者の受入れに関して、下記の中か

ら、あてはまると思われる番号 1つに〇を付けて下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

Ⅴ．退所児・者についてお尋ねします。 

（１）過去 3 年間（平成 28年度～平成 30年度）の長期入所における「退所」の実績 

    について、以下の表に実数を記入して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）（１）の実績において、「退所理由」について、実数を記入して下さい。 

 

 

 

 

 

 

（２）－①「ウ．その他」の詳細を記入して下さい。 

 

 

 

 

（人） 

（人） 

 

（ア）死亡退所  （ウ）その他  

（イ）状態および症状の悪

化等による退所 
   

 

１．制限の枠に捉われず、積極的に受入れていく予定     

２．現在、制限している人数枠を増やし受入れていく予定 

３．現在、制限をしている人数枠を縮小していく予定 

４．現状維持の予定 

５．現在、検討中 

６．分からない 

７．その他（                        ） 

年度 

年

齢

/

性

別 

0 
～ 
2
歳 

3 
～ 
5
歳 

6 
～ 
8
歳 

9 
～ 
11
歳 

12
～ 
14
歳 

15
～ 
17
歳 

18
～ 
20
歳 

21
～ 
25
歳 

26
～ 
30
歳 

31
～

35
歳 

36
～

40
歳 

41
～

45
歳 

46 
～

50
歳 

51
～

55
歳 

56 
～

60
歳 

61
～

64
歳 

65
歳

以

上 

合

計 

平成 28年度 

男                
 

  

女                
 

  

平成 29年度 

男                
 

  

女                
 

  

平成 30年度 

男                
 

  

女                
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（３）（１）の実績において、退所後の「生活の場」について、実数を記入して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）－①「ク．その他」があれば、その詳細を記入して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人） 

 

（ア）自宅  
（オ）障害児入所施設 

（医療型） 
 

（イ）病院（急性期）  （カ）療養介護事業所  

（ウ）重症児者施設  （キ）グループホーム  

（エ）国立病院機構 

（重症児病棟） 
 （ク）その他  
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Ⅵ．貴施設の看取りについてお尋ねします。 
 

※「看取り」とは、余命わずかな人に、終末期ケア（苦痛の緩和措置など穏やかに終焉を迎えられるよう

にするためのケア）を行い、実際に亡くるまで施設で介護することとします。病院など施設外で亡くな

られた場合や終末期ではない方が急死された場合などは含めません。 
 

（１）過去 3年間（平成 28年度～平成 30年度）の「看取り」の実績を教えて下さい。 

 

        件 

 

（２）看取りを実践した際の具体的内容について教えて下さい。下記の中から、 

あてはまる番号、すべてに〇を付けて下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）貴施設では、看取り対応ができる体制が整備されていますか。あてはまる番号、

１つに〇を付けて下さい。 

 

 
 

（４）看取り対応に対応するマニュアルが整備されていますか。あてはまる番号、１つ

に〇を付けて下さい。 

 

 

 
（５）看取り対応を実施するにあたっての課題は何ですか。あてはまる番号、全てに〇

を付けて下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．整備している  ２．整備していない  ３．今後、整備する予定である 

１．本人の意思確認等が難しい    

２．家族との意思疎通や説明が難しい 

３．看取りに関して連携できる医療機関がない 

４．他の入所児・者への影響が心配   

５．看取りに対するための施設の設備や人員体制が不足している 

６．看取りへの対応がコストへ評価されていない 

７．職員のメンタル面に与える影響が心配 

８．その他（                           ） 

１．整備している  ２．整備していない  ３．今後、整備する予定である 

１．本人の意向に沿った対応した 

２．家族の意向に沿った対応した 

３．家族に対する心理的サポートを実施した 

４．エンゼルケアを実施した 

５．グリーフケアを実施した 

６．看取りの実施について、職員間で意思統一を図った 

７．看取り対応をする際に職員配置を増やした 

８．その他（                           ） 
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Ⅶ．成年後見制度の利用状況についてお尋ねします。 
 

（１）「成年後見制度利用支援事業」を知っていますか。 

 

 

 

 

（２）（１）の事業を活用したことがありますか。 

 

 

 

 

（３）「１．活用したことがある」と回答した施設にお尋ねします。 

   過去 3 年間（H28～H30年度）で、どのくらいの件数を活用しましたか。 

  

  

     件 

 

（４）成年後見制度の利用状況についてお尋ねします。貴施設では、何名の入所者が 

「成年後見制度」を利用していますか。また、入所者（成人の方対象）全体の割

合についても教えて下さい。（※入所児は除く） 

 

 

 

 

 

（５）（４）の回答において、成年後見制度を利用している「入所者本人と成年後見人

の関係性」についてお尋ねします。下記の表に実数を記入して下さい。 

 

 

 

 

 
 

 

 

（５）－① 親族後見人における「その他」があれば、詳細を記入して下さい。 

 

 

 

 

（５）－② 第三者後見人における「その他」があれば、詳細を記入して下さい。 

 

 

親族後見人 第三者後見人 

父母 兄弟姉妹 
その他 

親族 
弁護士 司法書士 行政書士 社会福祉士 その他 

        

合計：    人 合計：    人 

 
 

（人） 

① 成年後見制度利用人数：    人 

② 入所者（成人の方対象）全体の割合：    ％（小数第一位まで） 

 

 

  １．知っている      ２．知らない     

  １．活用したことがある      ２．活用したことがない     
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（６）貴施設において、「未成年後見制度
．．．．．．．

」を利用している人数を教えて下さい。 

 

 

            人 

 

 

（７）親亡き後の課題等について、貴施設で抱えているもしくは検討している課題等が

ありましたら、御意見をお聞かせ下さい。 
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Ⅷ．貴施設におけるアセスメントについてお尋ねします。 
 

（１）貴施設では、どのようなアセスメント様式を使用していますか。下記の中から、

あてはまる番号、すべてに〇を付けて下さい。 

 

 

 

 

 

（２）入所児・者支援において、貴施設で重視しているアセスメント項目を優先度の 

高い順に 5 つ記入して下さい。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

（３）貴施設において、アセスメントを十分に行う必要性のあるアセスメント項目を 

3 つ挙げて下さい。 

 

 

 

 

 

 

（４）貴施設では、各専門職が収集した入所児・者に関する日々の情報についての 

「記録」を残していますか。 

 

 
 

「１．はい」と回答した施設⇒設問（５）～（９）を回答して下さい。 
 

（５）貴施設では、各専門職が実践を通して収集した「入所児・者に関する日々の情報」

について、どのように記録し、どのように共有していますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．施設独自で作成した様式   ２．電子カルテ内にある様式 
３．その他（                         ） 

１． 

２． 

３． 

４． 

５． 

１． 

２． 

３． 

 

１．はい         ２．いいえ   設問（１０）へ 
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（６）各専門職が収集した情報は、主に誰がまとめていますか。下記の中から、あては

まる番号 1つに〇を付けて下さい。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）’病棟ごとに、情報をまとめている施設は、各病棟で、誰がまとめているかを 

記載して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）どのように、日々の情報をまとめていますか。具体的に記入して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）まとめた情報は、すべての専門職が閲覧できる状態となっていますか。 

 

 

１．医師               ９．社会福祉士 

２．看護師            １０．精神保健福祉士 

３．理学療法士              １１．管理栄養士 

４．作業療法士           １２．サービス管理責任者 

５．言語聴覚士            １３．児童発達支援管理責任者 

６．公認心理師（臨床心理士）    １４．児童指導員 

７．保育士            １５. その他（         ） 

８．介護福祉士 

            

【記入例】A病棟・児童発達支援管理責任者，B病棟・社会福祉士 

 

 

 

１．はい         ２．いいえ   
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（９）まとめた情報の更新頻度はどのくらいですか。下記の中から、あてはまる番号、

1つに〇を付けて下さい。 

 

 

 

 

 

 

＜全施設回答＞設問（１０） 

 

（１０）「個別支援計画作成におけるアセスメント」について、職員間で情報共有する

機会はありますか。 

 

 

 

「１．ある」と回答した施設⇒設問（１１）～（１４）を回答して下さい。 

 

（１１）情報共有するメンバーについて、下記の中から、あてはまる番号、すべてに〇

を付けて下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１２）情報共有にかかる時間は平均どのくらいですか。下記の中から、あてはまる 

番号、1つに〇を付けて下さい。 

 
 

 

 

 

 

（１３）情報共有の頻度はどのくらいですか。下記の中から、あてはまる番号、1つに 

    〇を付けて下さい。 

 

 

 

 

 

 

１．1 か月ごと        ４．1 年ごと 

２．3 か月ごと        ５．更新していない 

３．6 か月ごと        ６．その他（         ） 

 

１．ある         ２．ない   

１．医師               ９．社会福祉士 

２．看護師            １０．精神保健福祉士 

３．理学療法士              １１．管理栄養士 

４．作業療法士           １２．サービス管理責任者 

５．言語聴覚士            １３．児童発達支援管理責任者 

６．公認心理師（臨床心理士）    １４．児童指導員 

７．保育士            １５. その他（        ） 

８．介護福祉士 

            

１．1 か月ごと          ４．1 年ごと  

２．3 か月ごと          ５．その他（         ） 
３．6 か月ごと         

１．30 分以内           ４．2 時間以上   

２．1 時間～1 時間 30 分      ５．その他（        ） 

３．1 時間 30 分～2 時間 

                                    

設問（１５）へ 
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（１４）貴施設では、すべての職員が入所児・者の支援における必要な情報を共有する

ために、どのような工夫をしていますか。具体的に記入して下さい。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜全施設回答＞設問（１５）～（２２） 

 

（１５）アセスメント情報は、どのような場面で活用していますか。下記の中から、 

あてはまる番号、すべてに〇を付けて下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

（１６）入所前における新規入所児・者
．．．．．．．．．．．．．．

の情報収集をする専門職は誰ですか。下記の中

から、あてはまる番号、すべてに〇を付けて下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１７）（１６）で選択した専門職のうち、新規入所児・者の情報
．．．．．．．．．．

を中心的にまとめて

いる専門職は誰ですか。設問（１７）の番号から、1つ選択をして下さい。 

 

選択番号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．個別支援計画の作成      ５．ケース会議 

２．モニタリング         ６．日常生活への支援 

３．評価             ７．家族（親族）との面談 

４．カンファレンス        ７．その他（          ） 

１．医師               ９．社会福祉士 

２．看護師            １０．精神保健福祉士 

３．理学療法士              １１．管理栄養士 

４．作業療法士           １２．サービス管理責任者 

５．言語聴覚士            １３．児童発達支援管理責任者 

６．公認心理師（臨床心理士）    １４．児童指導員 

７．保育士            １５. その他（         ） 

８．介護福祉士 
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（１８）貴施設では、新規入所児・者
．．．．．．．

に対する情報収集において、どのような点に留意

していますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１９）貴施設では、新規入所児・者
．．．．．．．

が入所して、はじめて実施するアセスメントは、

いつの時期ですか。下記の中から、あてはまる番号、1つに〇を付けて下さい。 

 

 

 

 

 
 

（２０）貴施設では、新規入所児・者
．．．．．．．

が入所して、はじめて実施するアセスメントにお

いて、どのような点に留意していますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．入所後 2 週間        ４．入所後 3 か月 

２．入所後 1 か月        ５．入所後 6 か月 

３．入所後 2 か月        ６．その他（         ） 
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（２１）貴施設において、入所児・者の情報を総合的に把握している「キーパーソン」 

    は誰ですか。下記の中から、あてはまると思う番号、1つに〇を付けて下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２２）貴施設において、アセスメントに関する研修会または勉強会を開催したこと 

がありますか。 

 
 
 

「１．ある」と回答した施設⇒設問（２３）を回答して下さい。 
 

（２３）研修会または勉強会の内容について教えて下さい。 

 

 

 

 

 

 

＜全施設回答＞設問（２４） 

 

（２４）貴施設内で事例検討会を実施していますか。 

 

 

 
 

「１．実施している」と回答した施設⇒設問（２５）～（２７）を回答して下さい。 
 

（２５）「開催頻度」あてはまる番号 1つに〇を付けて下さい。 

 

 

 

 

 

（２６）「1回あたりの開催時間」あてはまる番号 1つに〇を付けて下さい。 

 

 

 

１．ある          ２．ない 

１．実施している   ２．実施していない  ３．今後、実施する予定 

  

１．毎月              ４．6 か月に 1 回 

２．2 か月に 1 回         ５．1 年に 1 回 

３．3 か月に 1 回            ６．その他（          ） 

１．1 時間～1 時間 30 分      ３．2 時間以上   

２．1 時間 30 分～2 時間      ４．その他（          ） 

１．医師               ９．社会福祉士 

２．看護師            １０．精神保健福祉士 

３．理学療法士              １１．管理栄養士 

４．作業療法士           １２．サービス管理責任者 

５．言語聴覚士            １３．児童発達支援管理責任者 

６．公認心理師（臨床心理士）    １４．児童指導員 

７．保育士            １５. その他（         ） 

８．介護福祉士 
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（２７）「参加者」あてはまる番号すべてに〇を付けて下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜全施設回答＞ 

Ⅸ．貴施設として、今後、入所児・者が望む生活の実現をより可能に

していくためには、どのような取組みが必要ですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．医師                ９．社会福祉士 

２．看護師             １０．精神保健福祉士 

３．理学療法士               １１．管理栄養士 

４．作業療法士            １２．サービス管理責任者 

５．言語聴覚士             １３．児童発達支援管理責任者 

６．公認心理師（臨床心理士）     １４．児童指導員 

７．保育士             １５. その他（          ） 

８．介護福祉士 
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ご回答者の属性について、以下の各項目をお答え下さい。 
 

性別 

 

 

年齢 

 

 

 

 

 

 

職種 

 

 

資格（持っている資格すべてに〇をつけてください）。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

重症心身障害分野に携わった年数 

 
 

 

 

 

 

 

済生会での勤続年数  

 
 
 
 
 
 

 

 

以上で終わりになります。 

ご協力、ありがとうございました。 

１．女性       ２．男性 

１．10 代       ４．40代 

２．20 代       ５．50代 

３．30 代       ６．60代 

１．看護師           ８．言語聴覚士 

２．保健師           ９．保育士 

３．社会福祉士         １０．管理栄養士 

４．精神保健福祉士         １１．介護支援専門員 

５．介護福祉士        １２．相談支援専門員 

６．理学療法士        １３．その他（         ） 

７．作業療法士 

１．1 年未満          ４．5年以上 10年未満 

２．1 年以上 3年未満      ５．10年以上 20年未満 

３．3 年以上 5年未満      ６．20年以上 

１．1 年未満          ４．5年以上 10年未満 

２．1 年以上 3年未満      ５．10年以上 20年未満 

３．3 年以上 5年未満      ６．20年以上 

１．サービス管理責任者    ２．児童発達支援管理責任者 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
「済生会重症心身障害児（者）施設全 6 施設の 

  入所児者の実態およびアセスメントの現状と課題」 
 

令和元年度 研究報告書 
 

令和 2 年 5 月 

社会福祉法人 
恩賜

財団 済生会  
 

済生会保健・医療・福祉総合研究所 
 

研究員 吉田護昭 
 
〒108-0073   
東京都港区三田 1-4-28  三田国際ビル 26 階 
TEL：03-3454-3315  
FAX：03-3454-5022 
Email：m.yoshida@saiseikai.or.jp 
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